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※本計画は、令和 4 年（2022 年）3 月末時点での内容としていますが、令和 4 年（2022 年）4 月

1 日施行の「登別市コミュニティセンター条例」の制定により、老人憩の家等をコミュニティ施

設に再編しました。本計画は条例施行前に策定するものですが、読みやすさを考え、計画内の施

設名の一部を先行して変更している場合があります。 

 

コミュニティ施設の再編 

再編前（令和 4 年 3 月 31 日まで） 再編後（令和 4 年 4 月 1 日以降） 

公民館 

コミュニティ施設 

老人憩の家 

婦人研修の家 

会館 

若草つどいセンター 

 

コミュニティ施設の再編に伴う施設名の一部変更の例 

再編前（令和 4 年 3 月 31 日まで） 再編後（令和 4 年 4 月 1 日以降） 

鷲別公民館 鷲別コミュニティセンター 

老人憩の家静和園 コミュニティセンター静和園 

若草婦人研修の家 コミュニティセンター若草会館 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

第１章 計画策定の背景と目的 

１－１ 背景と目的                                   

 現在、地方自治体を取り巻く社会環境は、少子・高齢化に伴う人口減少社会がさらに進展し、

公共建築物の老朽化対策や耐震改修等に伴う財政支出の増加が見込まれるなど、未だ厳しいもの

と言わざるを得ません。 

 本市においても例外ではなく、人口は昭和 58 年（1983 年）の 59,481 人をピークに減少が続

いており、国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計では、令和 27 年（2045 年）の人

口は 31,170 人と昭和 58 年（1983 年）と比較し、約 5 割強にまで減少するとされています。 

また、本市が保有する公共建築物の多くは、建築後 30 年以上が経過しており、老朽化が進ん

でいます。 

これらの公共建築物は今後、次々と大規模修繕や建て替えといった更新時期を迎えることにな

りますが、すべてを同じ規模で新たに建て替える場合、その費用は将来的に膨大な額になること

が予想されます。 

 さらに、老朽化が進んでいるのは公共建築物だけではなく、日常生活等に欠かすことができな

い水道や下水道、道路、橋梁などのいわゆる「インフラ」と呼ばれる施設についても、公共建築

物と同様に、経済成長や都市化の進展に伴い整備を行ってきた背景があります。 

 一方、財政面では、人口減少に伴う収入の減少や社会保障費の増大に伴う財政の逼迫が懸念さ

れます。 

このため、これまでと同様の水準で公共施設等への投資を継続していくことは困難になると予

想されることから、公共施設等の全体の状況を把握し長期的な視点をもって更新・統廃合・長寿

命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適

な配置を実現するため、平成 28 年（2016 年）3 月に「登別市公共施設等総合管理計画」（以下、

「本計画」という。）を策定しました。 

本市では、本計画や各種計画等に基づき、公共施設等の計画的な更新や統廃合、長寿命化を行

うとともに、最適な配置の実現に向けた取組を進めていますが、令和 3 年（2021 年）3 月に策

定した「登別市公共施設等個別施設計画」等を踏まえ、本計画において対象とする公共施設等の

時点修正を行うことに加え、施設類型ごとの管理に関する基本方針等を一部改訂することにより、

将来を見据えた公共施設等の適正管理のさらなる推進に向けた取組を進めます。 

 

 

１－２ 計画の位置づけ                                 

 本計画は、本市の公共施設等における総合的かつ計画的な管理を推進するための基本的な方針

を示すものとして位置づけます。 

 また、本計画は、本市のまちづくりにおける上位計画である「登別市総合計画（第 3 期基本計

画）（平成 28 年（2016 年）3 月）」及び「第 2 期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和

2 年（2020 年）3 月）」等のまちづくりに関する計画との整合性を図りながら、まちづくりの視

点や財政の見通しを踏まえ、行財政改革を進めるとともに、施設の現状と課題を踏まえ、施設ご

との方針を定めた「登別市公共施設等個別施設計画（令和 3 年（2021 年）3 月）」を内包した計

画として位置づけすることに加え、「登別市営住宅等長寿命化計画（令和 2 年（2020 年）3 月）」
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や「登別市教育施設等個別施設計画（令和 4 年（2022 年）3 月）」など各種計画等の上位となる

計画として位置づけ、これらの計画との連動を図ることとします。 

 また、本市の独自の取組として策定した「公共施設整備方針（平成 27 年（2015 年）9 月）」

については、本計画と限りなく同様の位置づけであることから、今回の本計画の見直しをもって、

市の公共施設に対する基本的な考え方を示す計画は、「登別市公共施設等総合管理計画」としま

す。 

 ただし、「公共施設整備方針」の一部において、地域との協議に基づく結果が記載されている

ことから、個別の施設において、その取り扱いが定められているものに関しては、検討のスター

トラインとして尊重し、勘案していきます。 

 

図 1-1 計画の位置づけ 

 

 

 

１－３ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策                               

 「計画の位置づけ」を前提に、本計画の推進を図るため、公共施設等の現状と課題を共有す

るとともに、総合的かつ計画的に管理することができるよう、「登別市公共施設等総合管理推進

本部」を設置し、全庁的な取組体制の構築を図ります。 

 また、本計画を推進するにあたり、公共施設等を総合的かつ計画的に管理及び運営すること

に関し、課題等が生じた場合については、必要に応じて庁内協議を行うとともに、地域や関係

団体との調整を行います。 
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１－４ 計画期間                                    

 公共施設等の効率的かつ効果的な管理及び将来を見据えた持続可能な運営の実現を図るため

には、公共施設等の耐用年数を踏まえた大規模改修及び建替え等の時期を考慮するとともに、時

代の変化に対応するため、継続的に見直しを行い、長期的な視点で進める必要があることから、

計画期間は、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37 年度（2055 年度）までの 40 年間とします。 

なお、本計画は、今後策定または改訂する上位・関連計画や社会情勢の変化などの状況に応じ

て、適宜見直しを行っていくこととします。 

 

図 1-2 計画期間 

 

 

 

１－５ 対象施設                                    

 本計画は、長期的な視点をもって、公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行う

ことにより財政負担を軽減・平準化するとともに、その最適な配置を実現しようとするものであ

るため、本市が保有する公共施設等の全体を把握する必要があります。 

このため、本計画において対象とする施設は、本市が保有する全ての公共施設等とします。 
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図 1-3 対象施設 

 

表 1-1 対象施設一覧 

施設区分  施設名等 施設数等 

公
共
建
築
物 

集会施設  

鉄南ふれあいセンター、市民活動センター、

婦人センター、コミュニティセンター（47

施設） 

50 施設 

文化施設  市民会館 1 施設 

図書館  市立図書館 1 施設 

博物館等  
郷土資料館、文化伝承館、のぼりべつ文化

交流館 
3 施設 

スポーツ施設  

市民プール、総合体育館、青少年会館、カ

ルルス温泉サンライバスキー場、カルルス・

サン・スポーツランド 

5 施設 

レクリエーション施

設・観光施設 
 
ネイチャーセンター（本館、旧棟）、大湯沼

駐車場トイレ 
3 施設 

産業系施設  職業訓練センター 1 施設 

学校  

小学校（幌別小学校、幌別西小学校、登別

小学校、鷲別小学校、富岸小学校、幌別東

小学校、若草小学校、青葉小学校）、中学校

（幌別中学校、鷲別中学校、登別中学校、

西陵中学校、緑陽中学校） 

13 施設 

その他教育施設  学校給食センター 1 施設 

保育所  
登別保育所、幌別東保育所、富士保育所、

鷲別保育所、栄町保育所 
5 施設 

幼児・児童施設  

美園児童センター、鷲別児童館、富浜児童

館、幌別児童館、富士児童館、登別児童館、

常盤児童館、青葉児童館、中央子育て支援

センター、富岸児童クラブ 

10 施設 

高齢福祉施設  老人福祉センター、老人趣味の作業所 2 施設 
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障害福祉施設  児童デイサービスセンターのぞみ園 1 施設 

その他社会福祉施設  総合福祉センター 1 施設 

庁舎等  市役所本庁舎、市役所第２庁舎 2 施設 

消防施設  

消防本部・消防署、消防署東支署、消防署

鷲別支署、幌別・女性分団詰所、登別分団

詰所、登別温泉分団車庫、登別温泉分団カ

ルルス車庫、富士分団詰所、富浦分団車庫、

鉱山器具置場、上登別デジタル無線基地局 

11 施設 

公営住宅  

千代の台団地、新生団地、桜木団地、柏葉

団地、柏木団地、緑ケ丘団地、千歳団地、

幌別東団地、美浜団地、登別旭団地、紅葉

谷団地、登別温泉団地、見晴団地 

13 施設 

公園  管理棟及び便所等を設置している公園 30 施設 

供給処理施設  

クリンクルセンター、廃棄物管理型最終処

分場、千歳最終処分場、し尿投入施設、給

湯ポンプ場、リサイクル保管庫、旧清掃工

場ストックヤード 

7 施設 

その他  

葬斎場、職員住宅（3 施設）、教職員住宅（4

施設）、幌別デジタルテレビ中継局、幌別防

犯交通安全監視所、鷲別防犯交通安全監視

所、防災行政無線中継局、虹鱒養殖池、幌

別駅自由通路、登別港町１丁目倉庫、旧火

葬場、旧東札内集会所、旧幌別鉄南郵便局

倉庫、旧小規模授産施設（旧すずかけ作業

所）、旧富士幼稚園、旧恵寿園、旧職員住宅、

旧教職員住宅（10 施設）、旧登別公民館、

旧陸上競技場、旧労働福祉センター、旧富

浦分団詰所、旧幌別西団地、旧し尿処理場 

38 施設 

上水道  
浄水場（2 施設）、配水池（10 施設）、ポン

プ場（3 施設） 
15 施設 

下水道  
若山浄化センター、若草ポンプ場、幌別ポ

ンプ場、登別ポンプ場 
4 施設 

計    217 施設 

イ
ン
フ
ラ
施
設 

道路  市道実延長 299km 

橋梁  橋梁数 121 橋 

上水道  上水道管路延長 290km 

下水道  下水道管路延長 268km 

その他（簡易水道）  簡易水道管延長 40km 
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第２章 本市の現状 

２－１ 人口                                   

（１）総人口の推移                             

 本市の人口は、室蘭市の人口増加とともに増加し続けてきましたが、昭和 58 年（1983 年）

の 59,481 人をピークに年々減少しており、平成 7 年（1995 年）にわずかに増加したものの、

以降は減少が続いています。 

今後も、人口は減少し続けると予想されており、国立社会保障・人口問題研究所による将

来推計では、令和 27 年（2045 年）には 31,170 人と昭和 58 年（1983 年）時点の約 5 割強

にまで減少するとされています。 

 

図 2-1 登別市の総人口の推移と将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

図 2-2 昭和 58 年（1983 年）の登別市の人口に対する各年度の人口比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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（２）年齢別人口の推移 

年齢３区分別の人口をみると、老年人口（65 歳以上）が令和 2 年（2020 年）までは増加

するものの、以降は減少に転じると予測されており、年少人口（0～14 歳）及び生産年齢人

口（15～64 歳）は今後も減少すると予測されています。 

高齢化率は将来的にますます高まり、令和 27 年（2045 年）には 48.4％に達すると予測さ

れています。 

 

図 2-3 登別市の年齢別人口の推移と将来人口 

 

（出典）第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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図 2-4 登別市の年齢別人口構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

（３）総人口及び年齢別人口の将来の目安 

「第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、本市の現状や国立社会保障・

人口問題研究所による将来人口推計の見通しだけではなく、アンケート調査結果による市

民や事業者等の意見を踏まえ、人口の将来展望を検討し目標人口を定めております。 

本計画においては、同総合戦略における目標人口を将来の目安とします。 

 

図 2-5 総人口の推移及び将来の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

↑P4　登別市の年齢別人口の推移と将来人口
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図 2-6 年齢別人口の推移及び将来の目安 

 

（出典）第２期登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

 

２－２ 財政の状況と今後の見通し                                   

（１）歳入・歳出の推移 

登別市の財政状況は、少子高齢化の影響等による市税の減少傾向が続いています。一方、

歳出は、一時の公債費の高止まりは脱しましたが、社会保障費の増加等、依然として厳しい

状況です。 

平成 29 年度（2017 年度）から令和 2 年度（2020 年度）までの過去 4 か年の各種収支の

推移を見ると、歳入歳出差引額から翌年度への繰越財源を除いた実質収支は、4 か年とも黒

字を確保しました。また、実質収支から前年度実質収支を除いた単年度収支、単年度収支か

ら財政調整基金の取崩額を控除などした実質単年度収支は、令和元年度（2019 年度）に黒

字に転じましたが、実質的に財政調整基金と同様の運用を行っている減債基金ルール外及び

北海道市町村備荒資金組合超過納付金の取崩額を考慮した実質単年度収支は、平成 29 年度

（2017 年度）から令和元年度（2019 年度）まで赤字となりました。 

しかし、令和 2 年度（2020 年度）では、地方消費税交付金や財産収入が増加したことな

どから、6.16 億円の黒字となりました。 

 

表 2-1 実質収支／単年度収支／実質単年度収支の推移 

（単位：億円）    
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実質収支 4.33 3.89 4.44 7.53 

単年度収支 △0.04 △0.44 0.55 3.10 

実質単年度収支 △1.44 △2.37 0.55 6.16 

参考）超過納付金等を考慮

した実質単年度収支 
△1.44 △2.37 △1.46 6.16 

※区分毎に四捨五入しているため、差引が一致しない場合があります。 

（出典）中期財政見通し（令和 3 年度～令和 10 年度） 

 

財源調整用基金等の残高は、平成 28 年度（2016 年度）から令和元年度（2019 年度）ま

で 4 年連続で取り崩しを行った結果、令和元年度（2019 年度）末に 6.73 億円まで減少しま

したが、令和 2 年度（2020 年度）では、3.07 億円の積み立てを行ったことなどにより、年

度末残高は 9.81 億円まで増加するも、平成 29 年度（2017 年度）と比較すると 0.82 億円減

少しております。 

 

図 2-7 財源調整用基金等残高の推移 

（単位：億円） 

 

 

（出典）中期財政見通し（令和 3 年度～令和 10 年度）（ダイジェスト版） 

 

（３）本市の財政状況の今後の見通し 

本市では、市税や交付税等の歳入の試算、今後展開する施策等を盛り込んだ歳出の試算を

行い、中期的な財政収支の見通しを明らかにするため、令和 3 年度（2021 年度）から令和

10 年度（2028 年度）を期間とする「中期財政見通し」を策定しています。 

本見通しでは、8 年間の計画期間において、消防本部新庁舎建設事業や市役所本庁舎建設

事業等の大型事業の実施に伴い、期間中の単年度収支は、黒字が 5 年度、赤字が 3 年度とな

り、単年度収支の累積額は 0.75 億円の黒字となる見込みとなっています。 
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期間中の財源調整用基金等の残高は、令和 7 年度（2025 年度）には 15.95 億円と最も多

額となり、令和 8 年度（2026 年度）以降は、単年度収支の悪化により残高は減少に転じ、

令和 10 年度（2028 年度）には 12.56 億円となりますが、全ての年度において 10 億円以上

を確保することができる見込みとなっています。 

しかしながら、期間中後半の 3 か年においては、人口減少に伴い市税が減少傾向で推移す

る一方、社会保障費が増加していく見込みであることなどから、単年度収支で赤字が生じて

おり、令和 11 年度（2029 年度）以降についても、この傾向は続くものと予想されます。 

また、クリンクルセンターについては、令和 4 年度（2022 年度）までに今後の施設のあ

り方を検討することとしており、検討結果の如何によっては、後年度に大きな財政負担が生

じることも予想されます。 

こうしたことから、これまで進めてきた受益者負担の適正化に向けた検証のほか、事務事

業評価と予算編成との有機的な連動や行財政改革の取組の推進、将来的な財政負担の軽減を

見据えた公共施設の更新・統廃合、長寿命化による配置の最適化に着実に取り組むことによ

り、財政の健全化と持続可能な財政運営を図ることが必要不可欠です。 

 

表 2-2 中期財政見通し 歳入・歳出 試算結果 

（単位：億円） 

区 分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 

 

 

 

 

歳 

 

 

 

 

入 

一 般 財 源 124.70 122.63 123.30 123.03 123.26 122.78 122.85 123.33 

 市 税 48.56 49.97 51.02 50.64 50.42 50.19 49.25 49.04 

譲与税・交付金 16.67 13.95 14.09 14.10 14.10 14.10 14.10 14.10 

地 方 交 付 税 59.47 58.71 58.19 58.28 58.74 58.49 59.50 60.19 

国 ・ 道 支 出 金 51.00 50.00 46.67 44.51 45.07 44.69 45.38 47.08 

市 債 20.03 22.25 30.76 34.27 27.78 12.15 14.21 14.91 

そ の 他 の 歳 入 20.26 20.72 23.88 24.18 23.03 23.51 20.19 19.32 

 分担金・負担金 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 

使用料・手数料 6.24 6.24 6.49 6.47 6.45 6.45 6.44 6.43 

財 産 収 入 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.42 0.42 0.42 

寄 附 金 4.71 4.42 4.42 4.42 4.42 4.42 4.42 4.42 

繰 入 金 2.30 3.13 5.99 6.25 5.07 5.54 2.33 1.50 

諸 収 入 6.00 5.93 5.98 6.04 6.07 6.08 5.99 5.95 

合 計 215.98 215.60 224.61 225.99 219.14 203.12 202.62 204.64 

 

区 分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 

 

 

 

 

歳 

義 務 的 経 費 113.43 112.28 111.04 110.24 111.73 111.33 114.52 113.99 

 人 件 費 34.80 34.84 34.01 35.50 36.20 35.05 37.35 36.67 

扶 助 費 54.99 53.94 53.97 54.23 54.66 55.07 55.74 56.40 

公 債 費 23.64 23.50 23.06 20.50 20.86 21.21 21.43 20.91 

投 資 的 経 費 21.68 25.49 36.33 34.73 28.21 12.69 8.83 13.90 
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出 

 普通建設事業費 21.68 25.49 36.33 34.73 28.21 12.69 8.83 13.90 

そ の 他 の 経 費 80.31 77.62 76.69 78.91 78.49 79.47 81.55 77.51 

 物 件 費 31.75 32.00 29.85 31.80 30.89 31.84 34.05 30.22 

維 持 補 修 費 4.47 4.41 4.41 4.41 4.49 4.62 4.46 4.45 

補 助 費 等 16.94 13.83 14.03 13.78 13.80 13.66 13.71 13.47 

積 立 金 4.43 4.71 5.24 5.29 5.28 5.30 5.27 5.28 

貸 付 金 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 

繰 出 金 22.51 22.47 22.96 23.43 23.82 23.85 23.86 23.88 

合 計 215.42 215.39 224.05 223.88 218.43 203.49 204.89 205.40 

 

歳入歳出差引(単年度収支) 0.55 0.21 0.56 2.11 0.71 △0.37 △2.27 △0.76 

単 年 度 収 支 累 積 額 0.55 0.76 1.32 3.43 4.14 3.77 1.50 0.75 

※項目毎に四捨五入しているため、合計及び差引が一致しない場合があります。 

（出典）中期財政見通し（令和 3 年度～令和 10 年度） 

 

表 2-3 中期財政見通し 収支状況 試算結果 

収支状況（前年度繰越金を除く）及び財源不足の補てん                  （単位：億円） 

区   分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 

歳 入 215.98 215.60 224.61 225.99 219.14 203.12 202.62 204.64 

歳 出 215.42 215.39 224.05 223.88 218.43 203.49 204.89 205.40 

歳入歳出差引(単年度収支) 0.55 0.21 0.56 2.11 0.71 △0.37 △2.27 △0.76 

単 年 度 収 支 累 積 額 0.55 0.76 1.32 3.43 4.14 3.77 1.50 0.75 

※項目毎に四捨五入しているため、合計及び差引が一致しない場合があります。 

（出典）中期財政見通し（令和 3 年度～令和 10 年度） 

 

図 2-8 中期財政見通し 財源調整用基金等残高 試算結果 

（単位：億円） 

 

（出典）中期財政見通し（令和 3 年度～令和 10 年度）（ダイジェスト版） 
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第３章 公共施設等の現状と課題 

３－１ 公共建築物の保有状況と課題                           

現在、本市が保有する公共建築物については、小中学校や市民会館、図書館等の多くの市民

が利用する施設、市役所や消防施設等の必要な行政サービスを提供するための施設など様々な

施設があります。 

 また、これらの公共建築物の多くは、建築後 30 年以上が経過しており、老朽化が進行してい

ます。 

今後、次々と更新時期を迎えることになりますが、すべてを同じ規模で新たに建て替える場合、

その費用は将来的に膨大な額になることが予想されます。 

 

（１） 築年数及び老朽割合 

昭和 56 年（1981 年）以前に建設された旧耐震基準の公共建築物は、延床面積の割合全体

の 57.8％（計画策定時 60.3％）を占めています。 

築年数別の延床面積の割合は、築 30 年以上が全体の 70.9％（計画策定時 68.0％）、築 20

年以上が全体の 86.4％（計画策定時 82.7％）となっており、その多くは老朽化が進んでいま

す。 

 

図 3-1 築年数及び老朽化の割合 

 

登別市公共施設等総合管理計画策定（平成 28 年 3 月）時点 

 

（２） 延床面積の推移 

過去 57 年間の公共建築物の延床面積の推移は、昭和 39 年度（1964 年度）に 37,034 ㎡

であったものが、平成 26 年度（2014 年度）には 278,658 ㎡となり、人口の増加とともに

公共建築物も増加する一方、近年の人口減少や少子高齢化に伴う公共建築物の適正配置に
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より、令和 2 年度（2021 年度）末時点の延床面積は、263,261.86 ㎡となっています。 

また、市民 1 人当たりの延床面積の推移は、昭和 39 年度（1964 年度）に 1.04 ㎡/人で

あったものが、本市の人口のピークである昭和 58 年度（1983 年度）には 3.12 ㎡/人とな

り、その後、人口は減少するも公共建築物は減少していないことから、市民 1 人当たりの

延床面積が益々増え、平成 26 年度（2014 年度）には 5.50 ㎡/人となりました。 

令和 2 年度（2021 年度）末時点の市民 1 人当たりの延床面積は 5.67 ㎡/人となってお

り、人口規模が 2 万人以上 5 万人未満の自治体における平均（3.96 ㎡/人）（計画策定時

3.56 ㎡/人）の約 1.4 倍（計画策定時約 1.5 倍）となっております。 

 

図 3-2 公共建築物の延床面積の推移 

 

 

（３） 延床面積の現状 

本市が保有する公共建築物の延床面積は、令和 2 年度末時点で 263,261.86 ㎡（計画策定

時 278,658 ㎡）であり、この内、公営住宅が 105,327.79 ㎡（計画策定時 103,741 ㎡）、次い

で学校が 73,715.00 ㎡（計画策定時 75,518 ㎡）となっており、これら 2 つの施設区分で全

体の 68.01％（計画策定時 64.3％）を占めています。 

また、集会施設が 13,826.01 ㎡、供給処理施設が 12,396.46 ㎡及びスポーツ施設が

10,110.54 ㎡となっており、これら 3 つの施設区分の合計は、全体の 13.8％を占めています。 

これら 5 つの施設区分の延床面積の合計は、215,375.80 ㎡となり、全体の 81.81％を占め

ています。 

 

 

 

 

図 3-3 公共建築物の延床面積の割合  
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表 3-1 保有する公共建築物一覧 
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（４）将来の更新費用の推計 

公共建築物の更新費用は、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37 年度（2055 年度）ま

での 40 年間で約 1,231 億円と推計しています。 

単年度平均では約 31 億円となり、公共建築物に係る直近 5 カ年の投資的経費平均の約

2.5 倍となります。 

 

図 3-4 公共建築物の更新費用の推計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 

 

３－２ インフラ施設の現状と課題                            

 本市が保有するインフラ施設は、道路が 299km、橋梁が 121 橋、上水道が 290km、下水道が

268km 及び簡易水道が 40km です。 

道路や橋梁、上下水道等のインフラ施設は、市民生活や社会経済活動を支える社会基盤として

重要な役割を担っておりますが、その多くは高度経済成長期以降に集中的に整備しており、今後、

インフラ施設の老朽化が加速すると見込まれております。 

本市においても例外ではなく、道路や橋梁、上下水道等の老朽化に伴う更新を見込んでおり、

計画的かつ効率的に維持管理していく必要があります。 
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（１）道路 

本市が管理する市道の実延長は令和 3 年度（2021 年度）末時点で 299km となっていま

す。 

 

図 3-5 道路の更新費用の推計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 

 

（２）橋梁 

本市が管理する橋梁は 121 橋となっています。 

 

図 3-6 橋梁の更新費用の推計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 
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（３）上水道 

本市が管理する上水道施設は、導水管の総延長は 1,528ｍ、送水管の延長は 3,228ｍ、配

水管の延長は 284,929ｍで、上水道普及率は 98.6％となっています。 

 

図 3-7 上水道管の更新費用の推計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 

（４）下水道 

本市が管理している下水道施設は、令和 2 年度（2020 年度）末時点の汚水管渠及び雨水

管渠の管渠総延長が 268km で、下水道処理人口普及率は 96.0％となっています。 

 

図 3-8 下水道管の更新費用の推計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 
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（５）インフラ施設の将来の更新費用の推計 

インフラ施設の更新費用は、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37 年度（2055 年度）ま

での 40 年間で約 782 億円と推計しています。 

単年度平均では約 20 億円となり、インフラ施設に係る直近 5 カ年の投資的経費平均の約

1.4 倍となります。 

図 3-9 インフラ施設の将来の更新費用推計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 

３－３ 将来更新費用の合計                               

公共建築物とインフラ施設に係る更新費用の合計は、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37

年度（2055 年度）までの 40 年間で約 2,013 億円と推計しています。 

単年度平均では約 50 億円となり、これらに係る直近 5 カ年の投資的経費平均の約 1.9 倍とな

ります。 

図 3-10 将来更新費用の合計 

 

（総務省の更新費用試算ソフトにより作成） 
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第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

４－１ 現状や課題に関する基本認識                             

 「第２章 ２－１（３）総人口及び年齢別人口の将来の目安」に示したとおり、本市の人口は、

今後も減少し続けると想定しています。 

 また、本市が保有する公共建築物の多くは、建築後 30 年以上が経過しており、老朽化が進ん

でいるとともに、耐震基準が変更となった昭和 56 年（1981 年）以前に建てられていることか

ら、旧耐震基準の建物となっています。 

 インフラ施設は、道路や橋梁、上水道の老朽化に伴い、計画的な長寿命化や更新を見込んでお

り、公共施設等に係る更新費用は、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37 年度（2055 年度）ま

での 40 年間で約 2,013 億円、単年度平均では約 50 億円と推計しています。 

「中期財政見通し」による令和 10 年度（2028 年度）年度の投資的経費は約 9 億円であります

が、普通会計に係る単年度更新費用の推計は約 20 億円であり、公共施設等の更新費用に係る財

源の確保が難しいことから、計画的かつ効率的に維持管理していく必要があります。 

 

 

４－２ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方                             

 現状や課題に関する基本認識を踏まえると、将来的に現在保有する全ての公共施設等をそのま

ま維持・更新していくことは困難です。 

 今後は、老朽化した公共建築物の機能移転や統合、廃止、また、新たに公共建築物を取得及び

整備する場合は、原則として複合化・集約化を図るとともに、既存建築物の延床面積を超えない

規模とすることにより、施設保有総量の削減を推進し、将来的な財政負担の軽減を図ることとし

ます。 

また、インフラ施設については、統廃合等による施設保有総量の拙速な削減が難しいことから、

計画的かつ効率的な維持補修、更新等による長寿命化を図ることにより、財政負担の平準化を図

ることとします。 

 さらには、行政目的が喪失し、将来的な利活用計画を定めていない財産などの「未利用財産」

については、貸付や売却処分、サウンディング型市場調査等により、積極的な利活用に向けた取

組を進めることにより、財源の確保や維持管理経費の縮減を図ることとします。 

 なお、本市が保有する公共建築物の延床面積については、将来的な人口減少や人口構成、厳し

い財政状況、市民１人当たりの公共建築物の延床面積が同規模自治体平均を大きく上回っている

ことに鑑み、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37 年度（2055 年度）までの 40 年間で 40％削

減することを目指します。 

 

（１）定期的な点検・診断等の実施 

各施設の所管部署は、各公共施設等に応じた法定点検のほか、日ごろから、職員等による

定期的な点検・診断を実施することにより、異常が認められた場合には、速やかに修繕等を

行い施設の安全性の確保に努めるとともに、予防保全の視点に立った維持管理に努めること

とします。 

また、本市の公共施設の多くは、今後も老朽化が進展する一方で、計画的かつ効率的に維
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持管理する必要があることから、施設の営繕をはじめ、包括的な維持管理を専任とする部署

の設置が効果的と考えますので、将来の専門部署の設置について研究していきます。 

施設に危険性が認められた場合や老朽化により今後の利用を見込めない場合、将来的な機

能移転や統合、廃止などが見込まれる公共施設等については、速やかに用途を廃止し、順次、

除却等の時期を判断することとします。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施 

市民の財産である既存の公共施設等を最大限有効活用することを基本とし、公共施設等の

老朽化の状況や度合、各個別施設計画、各長寿命化計画などを総合的に勘案しながら、公共

施設等の維持管理や修繕、更新等を行います。 

また、公共施設等の更新に当たっては、将来的な人口減少や少子高齢化など、人口構成の

変化を見据えた適正な数や規模とするとともに、施設設備の省エネルギー性能の向上や再生

可能エネルギー等の活用などにより、施設の維持管理経費の縮減を目指します。 

なお、事業手法としては従来方式に加え、必要に応じ、設計・施工一括方式（DB 方式）

やＰＦＩ方式を検討することにより、事業コストの縮減や財政負担の平準化、質の高い公共

サービスの提供を目指します。 

 

（３）耐震化の推進及び安全性の確保 

公共施設は、災害時において避難所等の防災拠点施設として重要な機能を果たすことから、

施設の用途や規模等を総合的に鑑み、順次、耐震診断の実施に努めるとともに、耐震補強が

必要な施設については耐震改修等を行い、耐震化を進めます。 

 

（４）長寿命化の推進 

既に策定済みであります個別の長寿命化計画等については、本計画に準じて適宜見直しを

行うとともに、新たに公共施設等を設置した場合は、適切なタイミングで本計画に基づく長

寿命化計画を策定する、または本計画の第 5 章の一部改訂を行うことで、公共施設を末永く、

大切に活用していきます。 

また、公共施設等ごとに応じた長寿命化計画等の策定及び推進により、施設の安全性の確

保とライフサイクルコストの縮減及び平準化を目指します。 

 

（５）ユニバーサルデザイン化の推進 

公共施設等の整備・改修に当たっては、「登別市障がい者支援計画」等に基づき、利用者の

性別や年齢、国籍、障がいの有無などに関わらず、誰もが利用しやすい施設づくりに努めま

す。 

 

（６）省エネルギー対策・再生可能エネルギー導入の推進 

本市は、環境への負荷の低減を図るため、公共施設等の整備・改修に合わせ、「登別市環境

基本計画」等に基づき、国が推進する 2050 年カーボンニュートラルの実現や地域脱炭素の

促進に向けた取組として、省エネルギー及び省 CO2 型の施設や設備の導入を推進するとと

もに、再生可能エネルギーの導入を推進します。 
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（７）統廃合及び複合化の推進 

公共建築物については、それぞれの地域特性やニーズなどを的確に把握することにより、

地域の実情を踏まえ、適正な配置を検証し、機能の重複が見られる地域においては集約を、

設置場所や設置数の変更が望ましい地域においては、空き店舗など民間施設の利活用も視野

に取組を進めます。 

また、老朽化が著しく利活用が困難になった公共建築物については、その機能を廃止、ま

たは他の施設に移転し、施設を用途廃止するとともに、財源を勘案しながら、除却や所有権

を移転するなど、施設保有総量の削減を基本とします。 

 

図 4-1 施設の統廃合・複合化のイメージ 

 

※売却：建物を民間等に売り払うこと、賃借：建物を貸すこと、除却：建物を解体する

こと、サウンディング調査：対話を通して、建物や跡地の事業提案の把握等を行う情

報収集を目的とした手法 

 

（８）全庁的な推進体制の構築 

予防保全の観点から真に必要な公共施設等については、計画的な維持管理や修繕を実施す

ることで事務作業の平準化を図るとともに、使用料等の見直しや適切な時期に修繕等が可能

となるよう公共施設の維持管理を目的とした基金を創設することで、将来における資金需要

に対応していくこととします。 

本計画の推進については、「登別市公共施設等総合管理推進本部」において、本計画をはじ

め、各個別施設計画や各長寿命化計画等の情報を共有し、全庁を挙げて計画的な施設の維持
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管理に取り組むとともに、施設の現状や利用状況、配置の状況を総合的に勘案し、公共施設

の適正配置に努めます。 

また、必要に応じ、各個別施設計画の進捗状況や施設現況などの情報を共有し、個々の取

り組みを円滑に推進するため、庁内の調整を図り、計画の進行管理と更なる推進を図ります。 

 

 

４－３ 計画のフォローアップ                               

 本計画を着実かつ効果的に進め、今後の社会情勢の変化や地域の実情を踏まえた公共サービス

の提供及び持続可能な行財政運営の推進の両立を図るため、「登別市公共施設等総合管理推進本

部」において、本計画の進捗管理や検証等を行うとともに、課題の改善や必要に応じて本計画の

見直しに向けた取組を進めるための PDCA サイクルを確立し、的確にフォローアップを行いま

す。 

 

図 4-2 PDCA サイクルのイメージ 
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第５章 対象施設の現況（個別施設計画） 

５－１ 対象施設（個別施設計画）                                   

個別施設計画における対象施設については、本市が保有する公共建築物のうち、「登別市営住

宅等長寿命化計画」や「登別市教育施設等個別施設計画」など、各個別施設計画及び各長寿命化

計画等に登載していないすべての施設のうち、健全性調査を実施した施設を対象とします。 

ただし、令和 2 年度に供用開始した「東支署」については、健全性調査を実施しておりません

が、本個別施設計画の対象施設とします。 

表 5-1 対象施設一覧（個別施設計画） 

施設区分 建物名 施設数 
健全性 

調査 

自主 

点検 

集会施設 

鉄南ふれあいセンター 1 ○   

若草つどいセンター 1 ○   

市民活動センター 1 ○   

婦人センター 1   ○ 

老人憩の家 37   ○ 

婦人研修の家 8   ○ 

会館(富士、富浦） 2   ○ 

鷲別コミュニティセンター 1 ○  

スポーツ施設 カルルス・サン・スポーツランド 1   ○ 

レクリエーション施設・観

光施設 
大湯沼駐車場トイレ 1   ○ 

産業系施設 職業訓練センター 1 ○   

保育所 

登別保育所 1 ○   

幌別東保育所 1 ○   

富士保育所、鷲別保育所、栄町保育所 3   ○ 

幼児･児童施設 

美園児童センター 1 ○   

鷲別児童館 1 ○   

富浜児童館、幌別児童館、富士児童館、登別児童館、常盤児童館、

青葉児童館 
6   ○ 

中央子育て支援センター 1   ○ 

高齢福祉施設 
老人福祉センター 1 ○   

老人趣味の作業所 1   ○ 

障害福祉施設 児童デイサービスセンターのぞみ園 1 ○   

その他社会福祉施設 総合福祉センター 1 ○   

消防施設 

消防署東支署 1 ○  

消防署鷲別支署、幌別・女性分団詰所、登別分団詰所、登別温泉

分団車庫、登別温泉分団カルルス車庫、富士分団詰所、富浦分団

車庫、旧富浦分団詰所、鉱山器具置場、上登別デジタル無線基地

局 

10   ○ 
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公園 

亀田記念公園(管理棟他)、川上公園(野外ステージ他)、美園町 6

丁目広場(便所)、若草公園(便所)、優和園広場(便所)、栄町 2 丁

目広場(便所)、川上自然公園(屋外ステージ)、東町運動広場(便所) 

8   ○ 

供給処理施設 

クリンクルセンター(保管施設・車庫)、最終処分場浸出処理施設、

千歳最終処分場浸出水処理施設、し尿投入施設、給湯ポンプ場、

リサイクル保管庫、旧し尿処理場、旧清掃工場ストックヤード 

8   ○ 

その他 

葬斎場 1 ○   

職員住宅 3   ○ 

防犯交通安全監視所、鷲別防犯交通監視所事務所、幌別テレビジ

ョン中継局、防災行政無線中継局、虹鱒養殖池、旧富浦火葬場、

幌別駅自由通路、登別港町 1 丁目倉庫、旧東札内集会所、旧幌別

鉄南郵便局倉庫、旧小規模授産施設(旧すずかけ作業所)、旧富士

幼稚園、旧恵寿園(管理人室) 

13   ○ 

  115 143 101 

 

５－２ 対象施設の分類                                

（１）健全性調査対象施設 

令和元年度（2019 年度）には、建築年度や耐震化の状況等から 13 施設を対象として、業務

委託により調査（このうち一部は、「コンクリートコア等試験」による強度調査を行っていま

す。）及び健全性評価を実施しており、この調査結果と健全性評価結果を踏まえ、それぞれの

施設の将来のあり方の検討を行うこととします。また、令和 2 年度（2020 年度）に供用開始

した「東支署」及び鷲別コミュニティセンターは、健全性調査は実施していませんが、この分

類に整理し、施設の将来のあり方を示すこととします。 

なお、これらの施設については、今後は、市職員による定期的な点検を行います。 

 

（２）自主点検施設 

上記「健全性調査対象施設」以外の 135 施設は、市職員が定期的に点検を行い、点検表の作

成により、施設の状況を把握し、適宜、修繕等を実施することで、施設としての機能を維持す

ることとします。 

基本的には、大規模改修は行わず、老朽化等により施設の維持が困難となった場合は、施設

の廃止や他の施設との統合を行うこととします。 

自主点検施設の現況は、5-8 自主点検施設に記載します。 

 

 

５－３ 建物の健全性の状況                                

（１）健全性評価の対象・方法 

建物の健全性評価は、建物のうち最も延床面積の大きい「主たる建物」を対象に実施するこ

ととし、車庫や倉庫等の付属建屋は対象から除外しました。 

また、調査は「劣化状況の目視調査」と合わせて、一部の建物については「コンクリートコ

ア等試験」による強度調査を行いました。 

なお、「鉄南ふれあいセンター・児童デイサービスセンターのぞみ園」は、同一の建築物で

あるため、健全性評価は一体的に実施しました。 
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表 5-2 各施設の主たる建物 

  主たる建物の構造等  

 施設名称 

構造 階数 
EV 

有無 

延床 

面積 

（㎡） 

建築 

年度 

耐震 

基準 

耐震性の 

状況 

コンクリ

ートコア

等試験 

1 

鉄南ふれあ

いセンター・

児童デイサー

ビスセンター

のぞみ園 

RC 造 3 階建 有り 1,336 1985 新耐震 
耐震不要 

（新耐震） 
対象 

2 
若草つどいセ

ンター 
S 造 平屋 － 577 1992 新耐震 

耐震不要 

（新耐震） 
- 

3 
市民活動セ

ンター 
S 造 2 階建 － 643 1998 新耐震 

耐震不要 

（新耐震） 
- 

4 
労働福祉セ

ンター 
RC 造 2 階建 － 872 1973 旧耐震 

耐震診断な

し 
対象 

5 
職業訓練セ

ンター 
CB 造 平屋 － 573 1978 旧耐震 

耐震診断な

し 
- 

6 登別保育所 S 造 平屋 － 932 2005 新耐震 
耐震不要 

（新耐震） 
- 

7 
幌別東保育

所 
RC 造 2 階建 － 836 1979 旧耐震 

耐震診断済 

・耐震性有 
- 

8 
美園児童セ

ンター 
CB 造 平屋 － 300 1981 旧耐震 

耐震診断な

し 
- 

9 鷲別児童館 木造 平屋 － 324 2018 新耐震 
耐震不要 

（新耐震） 
- 

10 
老人福祉セ

ンター 
RC 造 平屋 － 1,058 1980 旧耐震 

耐震診断な

し 
対象 

11 
総合福祉セ

ンター 
RC 造 2 階建 有り 2,913 1993 新耐震 

耐震不要 

（新耐震） 
対象 

12 東支署 RC 造 
2 階建 

一部４階 
－ 1,215 2019 新耐震 

耐震不要 

（新耐震） 
- 

13 葬斎場 RC 造 2 階建 － 1,709 2003 新耐震 
耐震不要 

（新耐震） 
対象 

14 
鷲別コミュニ

ティセンター 
RC 造 2 階建 有り 1,391 1984 新耐震 

耐震不要 

（新耐震） 
- 

注）RC 造＝鉄筋コンクリート造、Ｓ造＝鉄骨造、CB 造＝コンクリートブロック造、EV＝エレベーター 

 

（２）健全性調査の内容 

①劣化状況の目視調査の概要 

建物の屋根・外壁・設備・内装等の部位毎の劣化状況を目視調査しました。外部ならびに居

室内からの目視であり、天井裏や床下の調査は実施していません。また、屋根は屋上に階段等

で出られる場合など安全が確保できる範囲で調査を行いました。 

総合的な視点から建物の改修・補修工事の優先順位を検討するため、建物の部位ごとに、老

朽化・経年劣化の状況を下表の 4 段階で判定しました。 

なお、劣化度判定は屋根や外壁等の部位全体として評価点数づけするものです。例えば「外

壁全体としては健全ですが、除雪作業で一部のサイディングが割れたので補修が必要です」と

いった場合は、劣化度の判定は「C 補修が必要」ではなく「A 健全」とし、部分補修の必要箇

所については個別の対応とすることとしました。 

 



- 27 - 

 

表 5-3 劣化度の４段階評価 

劣化度 区分 老朽化・経年劣化の状態 

Ａ 健全 
劣化状況がほとんど認められない状態。 

設備更新・改修を行って間もない状態。 

Ｂ 機能上問題無し 

外壁はヘアークラック※１や白華現象※２程度、屋根は塗装の剥がれ

程度といった劣化が見られる程度であり、今後定期的な補修をすれ

ば問題無い状態。 

Ｃ 
機能維持に補修 

が必要 

外壁のひび割れや部材の傷み等が見られ、このままでは雨漏りや剥

落、水漏れ等の問題が生じる可能性がある状態。 

Ｄ 機能上問題あり 
屋根の雨漏りや、外壁の剥落・鉄筋露出、機器効率の低下等、問題

が既に顕在化している状態。 

※１：ヘアークラックとは髪の毛の細さ程度の細かいひび割れのこと。材料収縮によりコンクリートの表面には往々

にしてヘアークラックが生じるが、構造物の強度には問題ない。 

※２：白華現象とはコンクリートやモルタルの表面に石灰分が白く浮き出すこと。構造物の強度には問題ない。 

 

図 5-1 劣化度Ｃ「機能維持に補修が必要」の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②コンクリートコア等試験の概要 

劣化度合いを把握するため、コンクリートの材質調査の測定を行いました。 

具体的には、鉄筋コンクリート躯体部より直径 100mm のコンクリートコアを採取し、以下

の圧縮強度試験と中性化試験を実施しました。 

圧縮強度試験：コンクリートコアを採取し、「JISA－1107」、「JIS－A－1108」に準拠したコ 

ンクリートコアの圧縮強度試験を(財)日本品質保証機構に依頼し実施しまし 

た。 

中性化試験：本来アルカリ性のコンクリートが大気の二酸化炭素等で中性化すると、内部 

の鉄筋が錆びて膨張し、コンクリートのひび割れの原因となるため、表面か 

らどの程度中性化しているかを試験するものです。圧縮強度試験に用いたコ 

ンクリートコアを使用して、「JIS－A－1152」に準拠したフェノールフタレ 

イン法による中性化深さを測定しました。 

 

 

 

外壁タイルの剥落 屋根防水シートの破断 
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図 5-2 コンクリートコア採取の状況 

 

 

 

 

 

 

 

（３）健全性調査の結果 

コンクリートコア等試験については、圧縮強度試験・中性化試験ともに結果に問題はありませ

んでした。 

また、劣化度目視調査については、「D 機能上問題あり」との判定結果は無く、使用停止等の

緊急対策は必要ないと考えられますが、多くの建物で「C 機能維持に補修が必要」との判定が生

じました。 

特に「職業訓練センター」と「労働福祉センター」では「外壁・基礎」、「屋根・屋上」及び「内

部」と建物のすべての部位において劣化度判定が C となり、劣化が深刻に進行している状況が

確認されました。 

 

表 5-4 各施設の主たる建物の劣化度調査結果 

   コンクリートコア等試験 劣化度目視調査 

 施設名称 構造 試験 

対象 

☆：対象 

圧縮 

強度 
〇： 

×： 

中性化 外構等 外壁 
屋根・

屋上 
内部 

1 

鉄南ふれあいセンター・

児童デイサービスセンタ

ーのぞみ園 

RC 造 ☆ ○ ○ B C C B 

2 若草つどいセンター 鉄骨造 - - - C B A C 

3 市民活動センター 鉄骨造 - - - B B B A 

4 労働福祉センター RC 造 ☆ ○ ○ B C C C 

5 職業訓練センター CB造 - - - B C C C 

6 登別保育所 鉄骨造 - - - B B B B 

7 幌別東保育所 RC 造 - - - B B B B 

8 美園児童センター CB造 - - - A C A B 

9 鷲別児童館 木造 - - - A A A A 

10 老人福祉センター RC 造 ☆ ○ ○ C C B B 

11 総合福祉センター RC 造 ☆ ○ ○ A B B B 

12 消防署東支署 RC 造 - - - - - - - 

13 葬斎場 RC 造 ☆ ○ ○ B B B B 

14 鷲別コミュニティセンター RC 造 - - - B C C B 

注）RC 造＝鉄筋コンクリート造、CB 造＝コンクリートブロック造 
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５－４ 建物の機能・運営状況                                

（１）施設の役割・位置づけ 

健全性調査対象施設のうち、「鉄南ふれあいセンター」、「若草つどいセンター」、「市民活動

センター」、「労働福祉センター」、「美園児童センター」、「鷲別児童館」、「老人福祉センター」、

「総合福祉センター」は、貸館機能を有した施設であり、「葬斎場」も市民の方に広く利用さ

れています。 

また、「若草つどいセンター」、「鉄南ふれあいセンター」、「美園児童センター」、「老人福祉

センター」、「総合福祉センター」は、災害時等の避難所として指定しています。 

 

表 5-5 対象施設の役割・位置づけ 

 施設名称 施設区分 

注） 

主な用途 

・設置目的 

貸館機能 避難所指定 

1 

鉄南ふれあいセンター 集会施設 集会施設 ○ ○ 

児童デイサービスセンタ

ーのぞみ園 
障害福祉施設 福祉施設 － － 

2 若草つどいセンター 集会施設 サークル活動 ○ ○ 

3 市民活動センター 集会施設 市民活動の促進 ○ － 

4 労働福祉センター 産業系施設 労働者福祉の増進 ○ － 

5 職業訓練センター 産業系施設 職業訓練 － － 

6 登別保育所 保育所 保育所 － － 

7 幌別東保育所 保育所 保育所 － － 

8 美園児童センター 幼児･児童施設 児童福祉施設 ○ ○ 

9 鷲別児童館 幼児･児童施設 児童福祉施設 ○ － 

10 老人福祉センター 高齢者福祉施設 福祉施設 ○ ○ 

11 総合福祉センター その他福祉施設 地域福祉の増進 ○ ○ 

12 消防署東支署 消防施設 消防施設 － － 

13 葬斎場 その他 火葬 － － 

14 鷲別コミュニティセンター 集会施設 集会施設 ○ ○ 

注）「総合管理計画」における区分    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 30 - 

 

（２）施設の機能・諸室の状況 

貸館機能を有している 9 施設のうち、児童館機能が主であり、貸館は児童・生徒の利用時間

外の限定的である「美園児童センター」と「鷲別児童館」を除く 7 施設は、ホール、会議室等、

調理室を有しており、市民等に貸館として広く提供しています。 

各施設の部屋ごとの利用状況等は次のとおりです。 

 

表 5-6 対象施設の機能 

  貸館     

 施設名称 

 

有無 

 
ホール 

会議室等 

（室数） 
調理室 

その他 

 

1 

鉄南ふれあいセンター ○ ○ 
○ 

（4 室） 
○ １階はのぞみ園としての利

用。２階に登別アイヌ協会

事務室あり。 
児童デイサービスセンタ

ーのぞみ園 
－ － － － 

2 若草つどいセンター ○ ○ 
○ 

（４室） 
○  

3 市民活動センター ○ － 
○ 

（４室） 
－ 

市民活動サロン（展示コー

ナー、個室） 

4 労働福祉センター ○ ○ 
○ 

（３室） 
○  

5 職業訓練センター － － － － 
各種の教室など職業訓練

施設としての機能 

6 登別保育所 － － － －  

7 幌別東保育所 － － － －  

8 美園児童センター ○ － － － 
遊戯室、集会室、図書室

など児童施設機能が主。 

9 鷲別児童館 ○ － － － 

遊戯室、放課後児童クラブ

室、図書室など児童施設

機能が主。 

10 老人福祉センター ○ ○ 
○ 

（3 室） 
－ 

浴室を週２日提供。和室

は入浴休憩室としての利用

が主。 

11 総合福祉センター ○ ○ 
○ 

（2 室） 
○ 

デイサービス機能、社会福

祉協議会等の執務室等。 

12 消防署東支署 － － － － 
防火・防災・救命研修等の

ための会議室 1 室あり 

13 葬斎場 － － － －  

14 鷲別コミュニティセンター ○ ○ 
○ 

（6 室） 
－ 鷲別支所を併設 
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表 5-7 貸館機能を有する施設の諸室の利用状況 

建物名称 機能分類 部屋名称 部屋面積  利用率 ※４ 

   （㎡） 午前 午後 夜間 

 ホール ホール 345 33% 30% 36% 

鉄南ふれあいセンター 

会議・集会 会議室 58 31% 37% 35% 

会議・集会 和室１号 33 21% 45% 22% 

会議・集会 和室２号 33 18% 15% 8% 

※１ 会議・集会 和室３号 33 29% 38% 7% 

 調理 調理室 33 15% 22% 7% 

 ホール 多目的ホール 174 38% 53% 53% 

若草つどいセンター 会議・集会 会議室 A 42 65% 73% 54% 

※１ 会議・集会 会議室 B 24 61% 67% 36% 

 会議・集会 会議室 C 24 45% 61% 53% 

 会議・集会 和室 25 42% 81% 9% 

 調理 調理室 24 4% 3% 1% 

 会議・集会 市民活動室Ａ 97 25% 25% 25% 

市民活動センター 会議・集会 市民活動室Ｂ 35 37% 45% 31% 

※１ 会議・集会 市民活動室Ｃ 24 51% 46% 27% 

 会議・集会 市民活動室Ｄ 54 34% 29% 26% 

 ホール 大ホール 213 29% 38% 47% 

労働福祉センター 会議・集会 研修室（A・B） 84 12% 34% 31% 

※１ 会議・集会 サークル室 42 11% 39% 33% 

 会議・集会 和室 52 6% 20% 7% 

 調理 調理実習室 54 9% 11% 0% 

 ホール 大広間 239 54% 54% － 

老人福祉センター 会議・集会 和室 96 75% 50% － 

※２ 会議・集会 娯楽室 72 79% 21% － 

 会議・集会 生活相談室 24 10% 10% － 

 ホール 多目的ホール 119 29% 46% 29% 

総合福祉センター 会議・集会 健康増進室 77 1% 17% 15% 

※３ 会議・集会 小会議室（健康相談室） 36 16% 25% 5% 

 調理 調理実習室 85 10% 3% 0% 

 ホール ホール 431 21% 38% 16% 

鷲別コミュニティセンター 会議・集会 1 号会議室 49 40% 60% 30% 

※1 会議・集会 2 号会議室 79 37% 69% 33% 

 会議・集会 1 号和室 38 37% 44% 45% 

 会議・集会 2 号和室 27 34% 50% 21% 

 会議・集会 3 号和室 24 25% 42% 28% 

 会議・集会 研修室 62 14% 13% 9% 

施設別部屋別の時間帯別利用率算出について 

   ※１：平成３０年度利用実績データ集計に基づく利用率 

   ※２：令和元年１１月利用予定表集計に基づく利用率 

   ※３：令和元年度上半期利用実績データ集計に基づく利用率 

   ※４：利用率＝利用されたコマ数÷（開館日数×開館日あたり利用可能コマ数） 
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（３）施設の運営状況 

健全性調査対象施設のうち、市の直営施設は「職業訓練センター」、「美園児童センター」、

「鷲別児童館」、「老人福祉センター」、「総合福祉センター」、「東支署」及び「鷲別コミュニテ

ィセンター」の 7 施設です。上記以外の 7 施設は、指定管理者制度の活用など、施設の運営・

管理を外部に委託しています。 

 

表 5-8 対象施設の運営状況 

   管理者人数 

 施設名称 運営形態  

市職員数 

（人） 

受託者 

管理人数 

（人） 

1 

鉄南ふれあいセンター 管理業務委託 0 1 

児童デイサービスセンター

のぞみ園 
業務委託 0 11 

2 若草つどいセンター 指定管理 0 1～2 

3 市民活動センター 指定管理 0 2～3 

4 労働福祉センター 指定管理 0 1 

5 職業訓練センター 直営 1 0 

6 登別保育所 業務委託 0 16 

7 幌別東保育所 業務委託※1 ０ 23 

8 美園児童センター 直営 2 0 

9 鷲別児童館 直営 1 0 

10 老人福祉センター 直営 3 0 

11 総合福祉センター 直営 4 1 

12 消防署東支署 直営 18 ０ 

13 葬斎場 指定管理 0 3 

14 鷲別コミュニティセンター 直営※2 6 1 

※1 令和 2 年４月１日から業務委託を開始 

※2 令和 4 年 4 月 1 日から直営による運営 

 

５－５ 対策経費の状況                                

「平成 31 年版 建築物のライフサイクルコスト 第 2 版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監

修）」に基づき、健全性調査施設の令和 32 年度（2050 年度）までの 30 年間のライフサイクルコ

ストを単純に試算したところ、維持補修費・改修費のほか、施設の建替費用も含めて約 44 億円

となりました。 

これに対し、同期間中の施設の建替えは行わないこととし、定期的なメンテナンスを重ねなが 

ら、施設の長寿命化を行った場合、対策費用は約 21 億円に低減されるとともに、年度間の平準

化も図られます。 

 なお、本個別施設計画の対象施設のうち、鷲別コミュニティセンターについては、本個別施設

計画策定時に未搭載であったこと、また、今後、施設の長寿命化を行った場合の対策経費を精査

するため、対策経費を未計上としています。 
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図 5-3 対策経費の推移（試算結果） 

 
※以降、（表 5-9、図 5-4、図 5-5）鷲別コミュニティセンターについては未計上としています 

５－６ ３つの基本方針                                   

 本市では、「第４章 ４－２ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方」を踏まえ、次の３

項目を本個別施設計画（第 5 章）としての基本方針として定めるとともに、施設類型ごとに定め

る方針に基づき取組を進めることとします。 

【基本方針】 

１ 既存施設の有効活用と長寿命化によるライフサイクルコストの縮減 

市民の財産である既存の公共施設を最大限有効活用することを基本的な原則とします。 

これまでの公共施設の維持管理は、不具合が発生してから修繕を行う対症療法的な「事後

保全」でしたが、施設の定期的点検による維持 補修や、中長期的な視点に立った計画的な予

防的改修により、公共施設の長寿命化を推進し、ライフサイクルコストの縮減や平準化を図

ります。 

長寿命化にあたっては、施設の安全性や劣化状況のほか、当該施設の役割や利用状況を考慮

して対策の優先順位を検討し、効果的な対策を行います。 

 

２ 利用者の視点に立った施設整備・管理・運用の推進 

公共施設の配置、再編については、利用状況を踏まえる とともに、 市民や利用者の声を 聴

き、 地域特性や利用者ニーズに即した施設のあり方を検討します。 

これまでの施設重視から機能重視へ考え方を転換し、地域の状況に沿った施設配置の検証に

より、施設機能の重複が見られる場合等には、施設の集約や統廃合、または、より利用者ニー

ズに沿った用途や運用方法に転換するなど、施設の整備・管理・運用の改善を図り、効率的な

施設配置とします。 
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30年間 計

将来更新あり 4,355,340千円

長寿命化対策後 2,142,390千円
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３ 施設総量の削減 

今後、より一層の少子高齢化と人口減少が進み、厳しい財政状況が予想される中で、すべて

の公共施設を現状のまま維持することは困難であることから、公共施設の総量削減を基本的な

方針とします。 

老朽化が著しく更新が困難になった公共施設は、その機能を他の施設に移転するなど、統廃

合を前提とします。また、利用が少ない施設は、用途転用など公共施設の有効活用を検討した

うえで、活用の可能性がない場合は廃止することとします。 

なお、廃止した公共施設は、解体した後、民間等への敷地の売却を基本としますが、行政目

的での利活用の可能性を検討するほか、地域等より、既存の建物をまちづくりの観点から 利

活用したいという要望があった場合等には、建物を譲渡（有償・無償）することも検討します。 

 

 

５－７ 健全性調査対象施設                               

 基本方針に則り、各施設の健全性調査の結果、施設の機能、利用状況を踏まえ、今後の施設の

あり方を検討し、長期的に利用する施設は、外壁や屋根・屋上など建物の躯体に関する部分につ

いて、予防的改修を実施し、長寿命化を図ることとします（「長寿命化施設」）。 

本計画で示した改修予定に基づく外壁、屋根・屋上改修の実施後は、概ね 15 年後を目途とし

て、再び、改修を実施することで、さらなる施設の長寿命化、対策経費の平準化を図ります。 

なお、本計画に掲載する各事業費については、公共施設等適正管理推進事業債（長寿命化事業※

充当率 90％、交付税算入率 30％）の活用を見込んでいます。 

その他の電気・機械など個別の設備、内装・床・天井等は、予防的修繕の実施よりも、定期的

な点検により必要な手当を実施することが効率的であることから、大規模改修を必要とし、事業

費が多額となるものを除いて、必要に応じて、都度、個別の対応とします。 

また、老朽化が著しく長期的な利用が難しい施設等については、基本的には、定期的な点検に

よる必要箇所の修繕対応（「維持補修施設」）とし、大規模修繕を講じなければ、施設としての維

持ができない場合には、統廃合を前提とした検討を行います。 

なお、本章の個別計画の対象施設については、本市が保有する公共建築物のうち、「登別市営

住宅等長寿命化計画」、「登別市教育施設等個別施設計画」等の個別施設計画及び長寿命化計画等

に登載していない全ての施設を対象とします。 

【各項目の共通的事項】 

・施設区分：「総合管理計画」における区分 

・延床面積：付属施設を含む全棟の延床面積を記載しています。 

・構造、建築年度、築年数、耐震性の状況：複数棟がある施設は主たる建築物の内容を記載しています。 

・除却プラン：「廃止施設等除却推進プラン（令和３年度~令和 10 年度）」（令和 2 年 10 月策定）に除却計画が

掲載されている施設には「○」を記載しています。 
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（１）鉄南ふれあいセンター・児童デイサービスセンターのぞみ園 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

鉄南ふれあいセンタ

ー/児童デイサービ

スセンターのぞみ園 

集会施設 /障害
福祉施設 

幌別鉄南 

地区 
1429.67 

RC 造 1985 35 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

○ ○ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ 

方針 

鉄南ふれあいセンターは中規模集会施設として会議等で利用されているほか、2 階には市内のアイヌ民族の生活館機能とし

て、登別アイヌ協会の事務所及び相談室を設置しています。また、同一建物内に児童デイサービスセンターのぞみ園を併設し

ています。現在の建物は 1985 年度の建築で、新耐震基準で建てられており、エレベーターを備えています。外壁タイル、屋上

防水、バルコニー、屋外避難階段等に特に劣化が見られますが、改修を行うことで、長期的な利用が可能であることから、今

後、予防的改修により長寿命化を図ります。令和 5 年度に外壁、屋上、屋外避難階段の一体的な大規模改修を予定していま

す。また、近隣地区の「労働福祉センター」が令和 2 年度末で廃止することに伴い、利用者の増加も予想されます。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

1-1 外観 

 

1-2 外壁 

 

1-3 屋外避難階段 

 

1-4 屋上 

R3年度

2021年度

R4年度

2022年度

R5年度

2023年度

R6年度

2024年度

R7年度

2025年度

R8年度

2026年度

R9年度

2027年度

R10年度

2028年度
計

外壁改修実施

方法調査

屋上・外壁・

屋外避難階段

実施設計

屋上・外壁・

屋外避難階段

改修

2,530千円 2,934千円 24,297千円

建築 29,761千円

設備等 適宜、維持補修実施
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（２）若草つどいセンター 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

若草つどいセンタ

ー 
集会施設 

美園・若草

地区 
577.29 

Ｓ造 1992 28 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 

方針 

若草つどいセンターは、中規模集会施設として、主にサークル活動等で利用されています。現在の建物は 1992 年度の建築

で、天井の漏水跡、建具不具合や外部の地盤沈下など劣化が見られますが、長期的な利用が可能であることから、今後、予

防的改修により長寿命化を図ります。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

2-1 外観 

 

2-2 外壁 

 

2-3 屋根 

 

2-4 正面玄関階段 

 

 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

外壁・屋根
改修

24,391千円

建築

設備等

24,391千円

適宜、維持補修実施
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（３）市民活動センター 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

市民活動センタ

ー 
集会施設 青葉地区 668.53 

Ｓ造 1998 22 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ｂ Ｂ B Ａ 

方針 

市民活動センターは、市民活動の拠点として重要な施設であり、今後も継続して活用します。現在の建物は 1998 年度の建築

で、部分的な劣化は見られますが、全体的に良好な状態が保たれており、長期的な利用が可能であることから、今後、予防的

改修により長寿命化を図ります。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

3-1 外観 

 

3-2 外壁① 

 

3-3 外壁② 

 

3-4 屋根 

 

 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

外壁・屋根
改修

19,275千円

設備等

建築 19,275千円

適宜、維持補修実施
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（４）労働福祉センター 【廃止施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

労働福祉センタ

ー 
産業系施設 

中央・札

内・来馬地

区 
918.59 

RC 造 1973 47 － ○ 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

○ ○ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 

方針 

労働福祉センターは、各種団体の集会・会議等に使用する貸館機能を有した施設です。現在の建物は 1973 年度に建てられ

た旧耐震基準の建物であり、耐震診断を実施しておらず耐震性が未確認です。また、外壁のひび割れや躯体の損傷などの深

刻な劣化が見られ、将来にわたり安全・安心して施設を利用するためには大規模改修を要し、多額の投資も必要となります。

この施設の設置目的は、「労働者及びその団体の福祉増進と文化の向上に寄与すること」でしたが、現在では、利用需要の

変化が見られ、建設当時と比較し、コミュニティ活動の場としての色合いが大きくなっており、利用状況を見ても、他の貸館機

能を有する施設への機能移転も可能です。こうしたことから、本施設は令和 2 年度末をもって廃止することとしました。廃止後

は、建物を除却し、公共用地としての活用を検討したうえで、民間等へ売却・貸付を行うなど、有効的な活用を検討します。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

4-1 外観 

 

4-2 外壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-3 バルコニー 

 

4-4 屋上 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

建築

設備等

令和2年度末で廃止
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（５）職業訓練センター 【維持補修施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

職業訓練センタ

ー 
産業系施設 青葉地区 955.01 

CB 造 1978 42 － - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 

方針 

職業訓練センターは、市内の技能労働者の技能及び教養の向上を図ることを目的に設置された施設であり、地方高等職業

訓練校として職業訓練を実施しています。現在の建物は 1978 年度に建てられた旧耐震基準の建物であり、外壁コンクリート

ブロックのひび割れや鉄骨柱の腐食、屋根の塗装劣化や軒先の腐食等、老朽化が進行していることから、今後は、必要な修

繕により機能維持を図ることとし、適宜、維持補修により対応します。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

5-1 外観 

 

5-2 外壁① 

 

5-3 外壁②（実習棟） 

 

5-4 屋根 

 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

設備等

建築 適宜、維持補修実施

適宜、維持補修実施
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（６）登別保育所 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

登別保育所 保育所 登別地区 964.39 

S 造 2005 15 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

方針 

登別保育所は、民間委託により普通保育、一時保育の実施のほか、子育て支援センターを設置しています。また、私立幼稚

園を併設しており、幼保一元化の保育を実施しています。現在の建物は 2005 年度の建築で、天井の漏水跡や腰壁のひび割

れなどの部分的な劣化が見られますが、屋根改修後は雨漏りも改善し機能上、問題ないことから、今後、予防的改修を行い、

長寿命化を図ります。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

6-1 外観 

 

6-2 外壁① 

 

6-3 外壁② 

 

6-4 屋上 

 

R3年度

2021年度

R4年度

2022年度

R5年度

2023年度

R6年度

2024年度

R7年度

2025年度

R8年度

2026年度

R9年度

2027年度

R10年度

2028年度
計

建築

設備等 適宜、維持補修実施

令和13年度に実施予定

※施設の状況や財政状況等により変更する場合があります。
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（７）幌別東保育所 【維持補修施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

幌別東保育所 保育所 
幌別鉄南

地区 
835.96 

RC 造 1979 41 耐震性あり - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

方針 

幌別東保育所は、令和 2 年度から運営方法を直営から民間委託に変更して普通保育を実施しています。現在の建物は 1979

年度に旧耐震基準で建てられましたが、耐震診断で耐震性を有していることを確認しており、部分的な劣化は見られますが機

能上の問題は見られません。しかし、本施設は将来的には民営化する方針としており、今後の施設のあり方について検討が

必要であることから、必要な修繕により機能維持を図ることとし、適宜、維持補修により対応します。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

7-1 外観 

 

7-2 外壁① 

 

7-3 外壁② 

 

7-4 屋上 

 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

設備等

建築 適宜、維持補修実施

適宜、維持補修実施
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（８）美園児童センター 【維持補修施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

美園児童センタ

ー 
幼児・児童施設 

美園・若草

地区 
299.85 

CB 造 1981 39 － - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ａ Ｃ Ａ Ｂ 

方針 

美園児童センターは、地域の児童・生徒の利用のほか、一部サークル等が利用しています。現在の建物は 1981 年度の建築

であり、外壁にひび割れなどの劣化が見られ、全体的に老朽化が進行している状況です。また、児童館・放課後児童クラブに

ついては、将来的には、小学校内や隣接する敷地への設置や再編等、子どもの安全・安心を見据えた将来のあり方について

検討することとし、必要な修繕により機能維持を図り、適宜、維持補修により対応します。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

8-1 外観 

 

8-2 外壁① 

 

8-3 外壁② 

 

8-4 屋根 

 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

設備等

建築 適宜、維持補修実施

適宜、維持補修実施
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（９）鷲別児童館 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

鷲別児童館 幼児・児童施設 鷲別地区 324.00 

木造 2018 2 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - Ａ Ａ Ａ Ａ 

方針 

鷲別児童館は、鷲別小学校に隣接する敷地内に設置している児童館です。この建物は、2018 年度に建築された新しい建物

であることから、現時点で劣化状況は見られませんが、今後は計画的な予防的改修により長寿命化を図ります。  

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

9-1 外観① 

 

9-2 外観② 

 

9-3 外観③ 

 

9-4 外構 

 

 

 

R3年度

2021年度

R4年度

2022年度

R5年度

2023年度

R6年度

2024年度

R7年度

2025年度

R8年度

2026年度

R9年度

2027年度

R10年度

2028年度
計

建築

設備等

令和15年度に実施予定

※施設の状況や財政状況等により変更する場合があります。

適宜、維持補修実施
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（10）老人福祉センター 【維持補修施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

老人福祉センタ

ー 
高齢福祉施設 

幌別西地

区 
1057.94 

RC 造 1981 39 － - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

○ ○ Ｃ Ｃ B B 

方針 

老人福祉センターは、老人クラブ等の活動の場として利用されており、高齢者に対する入浴サービスの提供も行っています。

現在の建物は 1981 年度の建築で、北側外壁のひび割れなど劣化が見られます。老人クラブの会員数の減少や今後の高齢

者数の減少などにより、利用者の減少が予想されることから、現在の建物が使用に耐えられえなくなった場合は、機能の見直

しや施設の廃止を検討することとし、今後は、必要な修繕により機能維持を図り、適宜、維持補修により対応します。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

10-1 外観 

 

10-2 外壁① 

 

10-3 外壁② 

 

10-4 屋根 

 

R3年度
2021年度

R4年度
2022年度

R5年度
2023年度

R6年度
2024年度

R7年度
2025年度

R8年度
2026年度

R9年度
2027年度

R10年度
2028年度

計

建築

設備等

適宜、維持補修実施

適宜、維持補修実施
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（11）総合福祉センター 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

総合福祉センタ

ー 

その他社会福祉
施設 

幌別西地

区 
3329.66 

RC 造 1993 27 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

○ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 

方針 

総合福祉センターは、各種健診・検診の実施や福祉団体等の活動拠点として利用されており、本市の福祉機能の中核的な施

設であることから、今後も継続して活用していきます。現在の建物は、外壁タイルなど部分的な劣化が見られますが、長期的

な利用が可能であることから、今後、予防的改修により長寿命化を図ります。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

11-1 外観 

 

11-2 外壁 

 

11-3 庇（トップライト） 

 

11-4 屋上 

 

 

R3年度

2021年度

R4年度

2022年度

R5年度

2023年度

R6年度

2024年度

R7年度

2025年度

R8年度

2026年度

R9年度

2027年度

R10年度

2028年度
計

自火報・

放送設備更新

EV更新

実施設計
EV更新工事

給水ポンプ

更新

電気設備

改修

2,915千円 1,800千円 41,000千円 5,000千円 7,000千円

建築

設備等 57,715千円

令和14年度に実施予定

※施設の状況や財政状況等により変更する場合があります。
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（12）消防署東支署 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

消防署東支署 消防施設 登別地区 1215.14 

RC 造 2019 1 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - - - - - 

方針 

消防署東支署は、登別温泉支署と登別支署を統合し令和 2 年度に供用開始した新しい建物であることから、計画的な予防的

改修により長寿命化を図ります。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

12-1 外観① 

 

12-2 外観② 

 

12-3 外観③ 

 

12-4 外観④ 

 

 

 

 

R3年度

2021年度

R4年度

2022年度

R5年度

2023年度

R6年度

2024年度

R7年度

2025年度

R8年度

2026年度

R9年度

2027年度

R10年度

2028年度
計

建築

設備等 適宜、維持補修実施

次期改修予定見直し時に実施時期等を検討
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（13）葬斎場 【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

葬斎場 その他 登別地区 1709.38 

RC 造 2003 17 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

方針 

葬斎場は、市内唯一の火葬場として、代替性の無い重要な施設であり、多くの利用があることから、今後も施設を維持しま

す。現在の建物は、2003 年度の建築で部分的な劣化が見られますが、長期的に利用が可能であることから、今後、予防的改

修により長寿命化を図ります。また、火葬設備等についても計画的にメンテナンス、更新を行います。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

13-1 外観 

 

13-2 外壁① 

 

13-3 外壁② 

 

13-4 屋上 

 

 

R3年度

2021年度

R4年度

2022年度

R5年度

2023年度

R6年度

2024年度

R7年度

2025年度

R8年度

2026年度

R9年度

2027年度

R10年度

2028年度
計

3,927千円 14,135千円 11,825千円 5,885千円 14,135千円 17,655千円 39,766千円 9,020千円

建築

設備等 116,348千円中間改修事業計画に基づく火葬設備等の改修

令和12年度に実施予定

※施設の状況や財政状況等により変更する場合があります。
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（14）鷲別コミュニティセンター【長寿命化施設】 

施設名 施設区分 地区 
延床面積

(㎡) 
構造 建築年度 築年数 耐震性の状況 除却プラン 

鷲別コミュニティ

センター 
集会施設 鷲別地区 1,391.64 

RC 造 1984 36 新耐震基準 - 

コンクリートコア試験 劣化度調査 

圧縮強度 中性化 外構等 外壁 屋根・屋上 内部 

- - B C C Ｂ 

方針 

鷲別コミュニティセンターは、文化やスポーツなどの市民活動をはじめ、地域のコミュニティ活動の場として、多くの市民が利用

する施設であることから、今後も施設を維持します。現在の建物は、1984 年度の建築で部分的な劣化が見られますが、新耐

震基準の建物であり、長期的に利用が可能であることから、今後、予防的改修により計画的に長寿命化を図ります。 

改修の予定 

 

施設の現況写真 

 

14-1 外観 

 

14-2 外壁① 

 

14-3 外壁② 

 

14-4 屋根・屋上（雨水ドレン） 
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表 5-9 健全性調査対象施設別の方針及び対策経費 

 

 

 

 

図 5-4 健全性調査対象施設別・年度別の対策経費 

 

※令和 3 年度（2021 年度）から令和 10 年度（2028 年度）の期間における対策経費を見込む５施設としています。 
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40,000
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70,000
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千円

葬斎場 総合福祉センター 若草つどいセンター 市民活動センター 鉄南ふれあいセンター
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図 5-5 健全性調査対象施設の対策経費の試算と積算結果の比較 

 

 

 改修予定を示している令和 3 年度（2021 年度）から令和 10 年度（2028 年度）までの 8 年間

について、各施設の状況や今後の方針を踏まえ、改修箇所と実施年度を定め、概算事業費を実際

に積算した結果、長寿命化対策後の対策経費の試算結果（図 5-3 対策経費の推移（試算結果）

参照）と比較して、事業費は約 1/3 程度で済むことが分かりました。 

なお、施設別の「計画期間内の改修予定」は、その実施結果について都度検証を行うとともに、

4 年ごとの中期財政見通しの見直し時期に合わせて、別途その内容を更新していくこととします。 

 

 

５－８ 自主点検施設                                  

 自主点検施設は、市職員が定期的に施設点検を行い、点検表を作成することで、施設の状況を

把握し、適宜、修繕等の対応により、施設としての機能を維持することとします。 

基本的には、施設の長寿命化を見据えた大規模改修や耐震補強等の多額の投資は行わずに、既

存の施設をできるだけ長く使用することを主眼とし、必要に応じた個別の修繕対応（事後補修施

設）とします。 

また、老朽化等により、大規模修繕を講じなければ、施設としての維持ができない場合には、

施設の廃止や他の施設との統合を前提とした検討を行うこととします。 

 

【各項目の共通的事項】 

・施設区分：「総合管理計画」における区分 

・延床面積：付属施設を含む全棟の延床面積を記載しています。 

・構造、建築年度、築年数、耐震性の状況：複数棟がある施設は主たる建築物の内容を記載しています。 

・利用延べ人数：令和元年度の利用者の延べ人数を記載しています。ただし、富士・鷲別・栄町保育所は平成 31 年４

月１日現在の入所児童数を記載しています。 

・除却プラン：「廃止施設等除却推進プラン（令和３年度~令和 10 年度）」（令和 2 年 10 月策定）に除却計画が

掲載されている施設には「○」を記載しています。 

247,490 

753,308 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000 800,000

個別の対策経費の

積算結果

対策経費の試算結果

(第3章図3－2)

（千円）

対策経費を施設別・箇所別に積算

した結果、事業費は約 1/3 に縮減 
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(1) 集会施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 
築年数 

耐震性 

の状況 

利用 

延べ人

数 

（人） 

除却 

プラ

ン 

婦人センター 登別地区 1,700.01 RC 造 1977 43 － 15,609 ○ 

老人憩 

の家 

泉和園（登別温泉公民館） 登別温泉地区 700.25 
RC 造 

一部鉄骨造 
1968 52 

－ 
188  

静和園 中央・札内・来馬地区 160.11 木造 1977 43 － 430  

恵和園 鷲別地区 124.74 木造 1970 50 － 5,270  

明和園 登別地区 145.80 木造 1971 49 － 1,098  

光和園 美園・若草地区 264.33 CB 造 1967 53 － 2,515  

優和園 美園・若草地区 210.46 木造 1972 48 － 4,888  

共和園 鷲別地区 164.43 木造 2008 12 新耐震基準 3,805  

永和園 幌別鉄南地区 182.25 木造 1972 48 － 905  

白樺の家 登別地区 125.55 木造 1973 47 － 308  

桜木の家 青葉地区 138.51 木造 1973 47 － 4,110  

あかしやの家 富岸・新生地区 112.18 木造 1974 46 － 823  

常盤の家 中央・札内・来馬地区 144.18 木造 1975 45 － 2,002  

相生の家 幌別西地区 126.72 木造 1975 45 － 356  

汐見の家 登別地区 145.80 木造 1975 45 － 2,050  

ねむの木の家 幌別西地区 171.72 木造 1975 45 － 2,745  

柏木の家 幌別西地区 129.60 木造 1975 45 － 484  

梅の木の家 幌別西地区 134.46 木造 1976 44 － 2,362  

双和園 鷲別地区 164.43 木造 1976 44 － 758  

芙蓉の家 登別地区 162.00 木造 1976 44 － 1,505  

百寿の家 中央・札内・来馬地区 170.14 木造 1976 44 － 1,709  

すずらんの家 幌別鉄南地区 129.60 木造 1976 44 － 274  

千歳福寿園 中央・札内・来馬地区 129.60 木造 1976 44 － 413  

栄楽園 鷲別地区 149.44 木造 1977 43 － 1,264  

桜美園 美園・若草地区 152.28 木造 1977 43 － 786  

富久寿園 富岸・新生地区 152.28 木造 1977 43 － 1,862  

緑寿の家 青葉地区 157.14 木造 1977 43 － 1,883  

旭ケ丘三恵園 美園・若草地区 191.16 木造 1978 42 － 1,087  

三寿園 中央・札内・来馬地区 108.54 木造 1981 39 新耐震基準 622  

希望の家 富岸・新生地区 150.66 木造 1979 41 － 2,374  

こぶしの家 幌別西地区 121.50 木造 1979 41 － 1,505  

和幸園 富岸・新生地区 103.68 木造 1982 38 新耐震基準 367  

みその園 美園・若草地区 155.52 木造 1984 36 新耐震基準 2,717  

札内偕楽園 中央・札内・来馬地区 155.52 木造 1985 35 新耐震基準 111  

翠の家 登別地区 179.00 木造 1985 35 新耐震基準 1,194  
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鷲六園 鷲別地区 190.35 木造 1986 34 新耐震基準 1,189  

若山の家 富岸・新生地区 183.97 木造 1988 32 新耐震基準 6,220  

新生虹の家 富岸・新生地区 187.11 木造 1988 32 新耐震基準 5,680  

若汐の家 富岸・新生地区 151.06 木造 1993 27 新耐震基準 1,410  

婦 人 研

修の家 

栄婦人研修の家 鷲別地区 132.20 木造 1977 43 － 469  

新川婦人研修の家 幌別西地区 162.60 木造 1977 43 － 2,056  

常盤婦人研修の家 中央・札内・来馬地区 132.20 木造 1977 43 － 424  

若草婦人研修の家 美園・若草地区 194.40 木造 1978 42 － 6,789  

カルルス婦人研修の家 登別温泉地区 132.14 木造 1978 42 － 23  

美園婦人研修の家 美園・若草地区 136.08 木造 1979 41 － 899  

桜木婦人研修の家 青葉地区 129.60 木造 1979 41 － 2,469  

柏木婦人研修の家 幌別西地区 137.70 木造 1979 41 － 1,505  

会館 
富士会館 幌別西地区 358.02 木造 1985 35 新耐震基準 8,344  

富浦会館 登別地区 291.33 木造 1989 31 新耐震基準 －  

 

(2) スポーツ施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 
築年数 

耐震性 

の状況 

利用 

延べ人

数 

（人） 

除却 

プラ

ン 

カルルス・サン・スポーツランド 登別温泉地区 246.22 木造 1986 34 新耐震基準 －  

 

(3) レクリエーション施設・観光施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 
築年数 

耐震性 

の状況 

除却 

プラン 

大湯沼駐車場トイレ 登別温泉地区 13.80 木造 2013 7 新耐震基準 

 

 

(4) 保育所 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 
築年数 

耐震性 

の状況 

入所 

児童数 

（人） 

除却 

プラ

ン 

富士保育所 幌別西地区 686.30 CB 造 1975 45 － 97   

鷲別保育所 鷲別地区 642.23 CB 造 1973 47 － 103  

栄町保育所 鷲別地区 800.25 RC 造 1978 42 － 84 ○ 
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(5) 幼児・児童施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 

築年

数 

耐震性 

の状況 

利用 

延べ人数 

（人） 

除却 

プラ

ン 

富浜児童館 鷲別地区 199.75 CB 造 1969 51 － 1,006   

幌別児童館 幌別鉄南地区 79.38 木造 1974 46 － ※186  

富士児童館 幌別西地区 200.88 CB 造 1974 46 － 2,027  

登別児童館 登別地区 202.81 CB 造 1977 43 － 2,479  

常盤児童館 中央・札内・来馬地区 180.42 木造 1978 42 － 3,130  

青葉児童館 青葉地区 174.81 木造 2009 11 新耐震基

準 

4,761 
 

中央子育て支援センター 幌別西地区 88.41 木造 1999 21 新耐震基

準 

3,760 
 

旧幌別児童館 幌別鉄南地区 265.12 CB 造 1974 46 － ※1,284  

旧富浦児童館 登別地区 203.50 CB 造 1975 45 － － ○ 

 

(6) 高齢福祉施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 

築年

数 

耐震性 

の状況 

除却 

プラン 

老人趣味の作業所 幌別鉄南地区 134.46 木造 1978 42 － 

 

 

(7) 消防施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 

築年

数 

耐震性 

の状況 

除却 

プラン 

消防署鷲別支署 鷲別地区 659.46 RC 造 1984 36 新耐震基準  

幌別・女性分団詰所 幌別鉄南地区 180.00 木造 1985 35 新耐震基準  

登別分団詰所 登別地区 203.27 木造 1969 51 － ○ 

登別温泉分団車庫 登別温泉地区 34.15 木造 2021 0 新耐震基準  

登別温泉分団カルルス車庫 登別温泉地区 26.50 木造 2010 10 新耐震基準  

富士分団詰所 幌別西地区 149.85 木造 1980 40 －  

富浦分団車庫 登別地区 26.20 S 造 2010 10 新耐震基準  

旧富浦分団詰所 登別地区 56.70 木造 1972 48 －  

鉱山器具置場 幌別西地区 15.05 木造 1977 43 －  

上登別デジタル無線基地局 登別温泉地区 18.00 S 造 2012 8 新耐震基準  
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(8) 公園 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 

築年

数 

耐震性 

の状況 

除却 

プラン 

亀田記念公園 管理棟他 富岸・新生地区 1,190.66 S 造 1977 43 －  

川上公園 野外ステージ他 青葉地区 192.16 S 造 1991 29 新耐震基準  

美園町 6 丁目広場 便所 美園・若草地区 1.62 木造 1985 35 新耐震基準 

 

若草公園 便所 美園・若草地区 10.46 CB 造 2003 17 新耐震基準  

優和園広場 便所 美園・若草地区 6.62 木造 2012 8 新耐震基準  

栄町 2 丁目広場 便所 鷲別地区 1.88 CB 造 1995 25 新耐震基準  

川上自然公園 屋外ステージ 幌別西地区 121.52 木造 1982 38 新耐震基準  

東町運動広場 便所 登別地区 6.62 木造 2012 8 新耐震基準  

 

(9) 供給処理施設 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 

築年

数 

耐震性 

の状況 

除却 

プラン 

クリンクルセンター（保管施設・

車庫） 

幌別鉄南地区 593.74 RC 造・S 造 1999 21 新耐震基準  

最終処分場浸出処理施設 中央・札内・来馬地

区 

571.41 RC 造 1999 21 新耐震基準  

千歳最終処分場浸出水処理施設 中央・札内・来馬地

区 

179.00 RC 造 2003 17 新耐震基準  

し尿投入施設 富岸・新生地区 697.04 RC 造 2010 10 新耐震基準  

給湯ポンプ場 登別温泉地区 49.50 木造 1967 53 －  

リサイクル保管庫 幌別鉄南地区 98.96 S 造 1994 26 新耐震基準  

旧し尿処理場 幌別鉄南地区 525.00 RC 造 1965 55 －  

旧清掃工場ストックヤード 幌別鉄南地区 2,111.20 S 造 1978 42 －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 55 - 

 

(10) その他 

施設名 地区 
延床 

面積(㎡) 
構造 

建築 

年度 

築年

数 

耐震性 

の状況 

除却 

プラン 

職 員 住

宅 

職員住宅(中央町) 中央・札内・来馬地区 466.56 木造 1975 45 －  

職員住宅(片倉町) 幌別西地区 1,179.75 木造 1980 40 －  

職員住宅(桜木町) 青葉地区 393.25 木造 1980 40 －  

防犯交通安全監視所 幌別鉄南地区 29.75 木造 2001 19 新耐震基準  

鷲別防犯交通監視所事務所 鷲別地区 43.37 S 造 1973 47 －  

幌別テレビジョン中継局 中央・札内・来馬地区 4.85 S 造 1984 36 新耐震基準  

防災行政無線中継局 登別温泉地区 4.32 S 造 2015 5 新耐震基準  

虹鱒養殖池 幌別西地区 565.20 RC 造 1978 42 －  

旧富浦火葬場 登別地区 379.23 RC 造 1973 47 －  

幌別駅自由通路 幌別鉄南地区 322.50 S 造 1977 43 耐震化済み 

（一部未実

施） 

 

登別港町 1 丁目倉庫 登別地区 130.68 S 造 2005 15 新耐震基準  

旧東札内集会所 中央・札内・来馬地区 71.28 木造 1980 40 －  

旧幌別鉄南郵便局倉庫 幌別鉄南地区 22.50 木造 不明 不明 －  

旧小規模授産施設(旧すずかけ作業

所) 

幌別鉄南地区 78.68 木造 1964 56 － ○ 

旧富士幼稚園 幌別西地区 622.00 CB 造 1975 45 －  

旧恵寿園(管理人室) 幌別西地区 114.03 CB 造 1974 46 －  

旧職員住宅(防災倉庫) 中央・札内・来馬地区 233.28 木造 1976 44 －  

旧教員住宅(登別東町) 登別地区 465.12 CB 造 1979 41 － ○ 

旧教員住宅(片倉町 2) 幌別西地区 697.68 CB 造 1977 43 － ○ 

旧教員住宅(片倉町 3) 幌別西地区 232.56 CB 造 1976 44 － ○ 
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第６章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

６－１ 施設類型ごとの基本方針                                    

（1）庁舎等 

市役所本庁舎については、平成 30 年（2018 年）9 月に策定した「登別市本庁舎建設基本

構想」に基づき、これまで現市役所庁舎敷地に建設することとしておりましたが、国や北海

道が公表した津波浸水想定をもとに、建設場所の再検討を行った結果、建設場所を市営陸上

競技場敷地に見直すこととし、令和 3 年（2021 年）11 月に「登別市本庁舎建設基本構想」

の改訂を行いました。 

今後は、令和 2 年（2020 年）3 月に策定した「登別市本庁舎建設基本計画」の見直しを進

めるほか、市民や関係団体等との意見交換を行いながら、令和 4 年度（2022 年度）及び令

和 5 年度（2023 年度）の 2 か年で設計、令和 6 年度（2024 年度）及び令和 7 年度（2025

年度）の 2 か年で建設工事及び外構工事を計画しており、これらを経て、令和 8 年度（2026

年度）の供用開始に向けた取組を進めます。 

現市役所本庁舎については、新しい市役所本庁舎の建設後の令和 9 年度（2027 年度）に

除却を計画しておりますが、現庁舎敷地を有効活用するとともに、将来を見据えた幌別地区

のまちづくりを検討するため、民間事業者の意見・提案等を受けるサウンディング調査の実

施も検討した取組を進めます。 

また、新しい市役所本庁舎の建設に伴い、効率的で効果的な行政サービスの提供を目指す

ため、分散している行政サービス機能の集約を図ることとし、少子化への対策を強化するた

め、未来を担う子どもたちとその保護者を総合的、かつ、重点的に支援するとともに、世代

を問わず人を支える相談・支援・情報発信拠点とする観点から、健康推進グループや中央子

育て支援センター、教育委員会を新しい市役所本庁舎に集約するなどの取組を進めます。 

 

（2）集会施設 

本市には、若草つどいセンターや市民活動センターなど、多くの市民が市民活動を行うた

めに利用している集会施設のほか、コミュニティ施設（旧老人憩の家、婦人研修の家等）な

ど、主に町内会等が地域コミュニティ活動を行うために利用している集会施設があり、地域

活動の拠点として重要な役割を担っています。 

しかしながら、これら集会施設の多くは老朽化が進んでおり、将来的に継続使用が困難な

状況になると想定しています。 

利用状況については、利用頻度が少ない施設が見られるほか、地域によっては集会施設が

集中しており、将来的な人口減少を踏まえると、施設の適正な配置の観点から、集会施設の

統廃合は避けられません。 

このため、同一町内会等または近隣に複数の集会施設があり、統廃合が可能な集会施設に

ついては、適正な配置を進めるとともに、老朽化等により施設の継続使用が困難な施設につ

いては、廃止を前提としながらも、町内会等からの存続の要望がある場合、町内会等が自ら

維持管理することを条件に、施設を譲渡（有償または無償）することも検討します。 

婦人センターについては、（仮称）登別市情報発信拠点施設の供用開始を令和 4 年度（2022

年度）中に見込んでおり、集会施設や支所等の機能を複合化することから、令和 4 年度（2022
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年度）をもって廃止することを予定しています。 

廃止後は、市が公共用地としての利活用を検討したうえで、引き続き跡地利活用の方策等

を検討し、その結果によっては、民間等へ建物付きで土地の売却や貸付を行うなど、隣接す

る市有地と併せて有効的な利活用を検討します。 

公民館や老人憩の家、婦人研修の家、会館、若草つどいセンターについては、今後は、そ

れぞれの設置目的に沿った利用に加え、地域のコミュニティ活動やサークル活動など、市民

等に幅広く利用していただくため、令和 4 年度（2022 年度）より「コミュニティ施設」と

して再編します。 

登別温泉地区の集会施設（泉和園）については、当該地域の町内会等や関係団体との協議

により、将来を見据えた公共施設のあり方を整理したうえで廃止するとともに、将来的には

公共機能及び民間機能を複合化した新たな施設を検討するなど、その機能を移転します。 

 

（3）文化施設 

市民会館については、新耐震基準の施設でありますが、施設や設備に経年劣化が見られる

ことから、「登別市教育施設等個別施設計画」に基づき、計画的に整備事業を実施します。 

また、市役所本庁舎の建設等に伴い、将来を見据えた市民会館の利活用のあり方について

も検討します。 

 

（4）図書館 

市立図書館については、老朽化等により長期的な使用は難しい状況であることから、基本

的には維持補修により対応することとします。本施設については、これまでも「将来的に隣

接する青少年会館の施設を廃止する際に、その跡地を利用して施設の増改築を検討する」こ

ととしていますが、新築のほか、既存施設への機能移転、複合的な施設の建設など、アーニ

ス分館やデジタル分館、各配本所も含めた今後の施設のあり方について検討します。 

 

（5）博物館等 

郷土資料館については、耐震診断及び耐震化が未実施であることから、令和 4 年度（2022

年度）に耐震診断を実施し、耐震化に向けた検討を予定しています。 

のぼりべつ文化交流館については、老朽化等により、長期的な使用は難しい状況であるこ

とから、維持補修により対応することとします。また、郷土資料館の耐震化の状況を踏まえ、

あわせて検討する大規模改造、収蔵庫の増築などの実施時期を考慮し、郷土資料館に統合す

ることを検討します。 

 

（6）スポーツ施設 

本市のスポーツ施設のうち、登別市民プール及び総合体育館については、新耐震基準又は

耐震化整備を実施した施設でありますが、施設や設備に経年劣化が見られることから、「登

別市教育施設等個別施設計画」に基づき、計画的に整備事業を実施します。 

青少年会館については、老朽化等により、長期的な使用は難しい状況であることから、維

持補修により対応することとします。施設として維持ができなくなった場合には、施設の統

廃合や他の施設への機能移転を検討します。 
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富岸青少年会館については、体育館の基礎部分であるコンクリートにひび割れがあり、使

用に当たっての安全性の確保が困難であることが判明したことから、現状や課題、使用状況

を総合的に勘案し、令和 3 年度（2021 年度）をもって廃止します。 

市営陸上競技場については、施設の利用状況や近隣施設の状況に加え、敷地がまちづくり

の拠点・防災の要としての役割を担う市役所本庁舎の建設場所として最適としたことから、

令和 4 年（2022 年）1 月 1 日をもって廃止しました。 

 

（7）レクリエーション施設・観光施設 

本市のレクリエーション施設・観光施設のうち、ネイチャーセンター（旧棟）については、

施設の老朽化の状況を踏まえ、維持補修により対応することとしますが、新耐震基準で建設

している本館との一体的な活用をしている実態を踏まえ、活用のあり方を検討します。 

 

（8）産業系施設 

職業訓練センターについては、市内の技能労働者の技能及び教養の向上を図ることを目的

に設置した施設であり、地方高等職業訓練校として職業訓練を実施しています。 

本施設は、昭和 53 年度（1978 年度）に建設した旧耐震基準の建物であり、外壁コンクリ

ートブロックのひび割れや鉄骨柱の腐食、屋根の塗装劣化や軒先の腐食等、老朽化が進行し

ていることから、今後は、必要な修繕により機能維持を図ることとし、適宜、維持補修によ

り対応します。 

 

（9）学校 

教育委員会は、平成 26 年度（2014 年度）に策定した「登別市学校適正配置基本方針」に

基づき、学校の適正配置に関する取組を進めてきましたが、市内の児童・生徒数が予想を上

回る速度で減少し、一部の学校区で教育上の課題が顕在化しつつあることを踏まえ、令和 3

年度（2021 年度）より学校の適正規模確保に向けた取組を加速することとし、「登別市小中

学校の適正規模・適正配置の指針～将来における小中学校のグランドデザイン～」を策定し

ました。 

本指針では、取組を加速化するにあたり、将来に亘って適切な教育環境を確保していくた

め、当面の取組に留まらず、さらに将来を見通した適正配置の姿や各期間における取組をま

とめています。 

本指針で示す将来における適正配置の姿の想定期間は、公共施設等総合管理計画と同様に

令和 37 年度（2055 年度）までの期間とし、さらに令和 37 年度（2055 年度）までの 35 年

間を 3 期に分け、各期で想定される小中学校の適正配置を示しています。 

第 1 期（令和 3 年度（2021 年度）～令和 7 年度（2025 年度））期間中においては、幌別

東小学校は近接する幌別小学校と、登別中学校は近接する幌別中学校と統合することを想定

しています。 

第 2 期（令和 8 年度（2026 年度）～令和 17 年度（2035 年度））期間中において、若草小

学校と鷲別小学校については、期間前半にも統合することを想定しており、中部地区（幌別

地区及び富岸地区）については、第 2 期期間中に、第 1 期終了時点の 4 校体制（幌別小学校、

幌別西小学校、富岸小学校及び青葉小学校）を 2 つの学校区に再編成することを想定してい
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ます。 

また、幌別中学校と西陵中学校については、期間前半にも統合することを想定しています。 

第 3 期（令和 18 年度（2036 年度）～令和 37 年度（2045 年度））期間中において、小学

校については、第 3 期においても 4 校体制を維持するとともに、中学校に関しては、第 3 期

の期間内に、市内を東部と西部の 2 つの学校区に再編成し、2 校体制にすることを検討して

います。 

なお、本指針で示した「将来における適正配置の姿」は、学校規模の縮小により生じるこ

とが予想される教育上の課題を解決するため、教育委員会が考えた適正配置であり、実際に

どのような手法により適正配置を実現するかについては、それぞれの時期において、保護者

や学校関係者、地域住民と協議を行う中で決定していくこととしています。 

 

（10）その他教育施設 

学校給食センターは老朽化が著しく、旧耐震基準の建物であり、建物・設備ともに抜本的

な対策が必要な状況です。「登別市学校給食センター整備計画」（平成 31 年 3 月策定）では、

「現施設の大規模改修は、工事期間が短く、困難であること、また、増改築は法的に不可能

なため、必要最低限の施設維持に努められるよう改修工事を行う」こととしていることから、

維持補修により対応することとしますが、将来的な施設整備に向けて、近隣市町との広域運

営も含め、今後のあり方の検討を行います。 

 

（11）保育所 

本市には、富士保育所、鷲別保育所、栄町保育所、幌別東保育所及び登別保育所の 5 施設

があります。 

「公立保育所民営化方針」では、基本的には、市が設置している保育所のすべてを民営化

の対象としており、運営や保育環境等の検証を踏まえ進めることとしております。 

このうち、栄町保育所については、民間事業者が千代の台（団地）に認定こども園を整備

することを想定し、令和 6 年度（2024 年度）からの民営化を予定しています。その後、現

栄町保育所は廃止し、除却を計画しています。 

 

（12）幼児・児童施設 

子育て支援施設については、児童館、放課後児童クラブ、放課後子ども教室の一体的な運

営など、児童のよりよい居場所づくりを進めるとともに、子どもを預けやすく、保護者が安

心して働ける環境の充実を図るため、学校内や学校敷地内、学校隣接地に設置するなど、将

来を見据えた子育て支援施設のあり方について検討します。 

このうち、幌別小学校区における子育て支援施設については、「登別市立小中学校の適正

規模・適正配置の指針～将来における小中学校のグランドデザイン～」において、令和 7 年

度（2025 年度）までに、幌別東小学校は近隣する幌別小学校と統合することを想定してい

ることに加え、両小学校区の児童館及び放課後児童クラブの老朽化が進んでいることから、

両小学校区の児童館、放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の再編についても検討するこ

ととし、令和 6 年度（2024 年度）を目途に、幌別小学校敷地内に幌別児童館、常盤児童館

及び常盤児童クラブ等を統合した新しい子育て支援施設の整備に向けた取組を進めます。 
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また、現在の幌別児童館及び常盤児童館については、幌別小学校敷地内に新しい子育て支

援施設を整備し、放課後児童の居場所づくりに配慮しながら、順次用途廃止を行うとともに、

建物を含む土地利用のあり方について検討します。 

富岸地区における子育て支援施設については、富岸放課後児童クラブは、当面の間、同施

設を継続して使用することとしますが、富浜児童館は、富岸小学校から離れている場所に位

置していることや施設の老朽化が著しいことなどの課題があることから、子どもたちの居場

所づくりとして、富岸小学校敷地内に富岸放課後児童クラブと富浜児童館を統合した、地域

に根ざした新しい子育て支援施設の整備に向けた検討を進めます。 

また、幌別地区の子育て支援機能の一翼を担う中央子育て支援センターについては、少子

化への対策を強化するため、未来を担う子どもたちとその保護者を総合的、かつ、重点的に

支援するとともに、世代を問わず人を支える相談・支援・情報発信拠点とする観点から、新

しい市役所本庁舎に集約するなどの取組を進めます。 

 

（13）高齢福祉施設 

老人福祉センターについては、昭和 55 年度（1980 年度）の建築であることから、旧耐震

基準の建物であるとともに、外壁のひび割れなど施設の老朽化が進んでおります。今後、老

人クラブの会員数の減少などにより、利用者の減少が予想されることから、現在の建物が使

用に耐えることができなくなった場合は、機能の見直しや施設の廃止を検討します。 

また、今後は、必要な修繕により機能維持を図ることとし、適宜、維持補修により対応し

ます。 

また、老人趣味の作業所については、老朽化も著しく、長期にわたる使用は難しいことか

ら、最低限の維持補修にとどめることとし、廃止に向けた検討を進めます。 

 

（14）障害福祉施設 

児童デイサービスセンターのぞみ園については、鉄南ふれあいセンター内に併設する施設

であり、昭和 60 年度（1985 年度）に建築した新耐震基準の建物であるとともに、施設の改

修を行うことにより、長期的な利用が可能であることから、今後、予防的改修により長寿命

化を図ります。 

鉄南ふれあいセンターについて、令和 3 年度（2021 年度）に外壁調査を実施し、令和 4

年度（2022 年度）に実施設計、令和 5 年度（2023 年度）に改修を計画するとともに、屋上

防水及び避難階段は令和 4 年度（2022 年度）に実施設計、令和 5 年度（2023 年度）に改修

を計画しています。 

 

（15）その他社会福祉施設 

総合福祉センターについては、本市の福祉機能の中核的な施設であることから、今後も継

続して活用するとともに、施設の一部に劣化が見られますが、長期的な利用が可能であるこ

とから、今後、予防的改修により長寿命化を図ります。 

また、市役所本庁舎の建設に伴う機能移転など、将来を見据えた公共施設の適正配置を進

める中で、今後の施設のあり方について検討を進めます。 
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（16）消防施設 

消防本部・消防署及び各支署並びに消防分団施設などの消防施設の多くは、老朽化が進み

旧耐震基準の建物であることから、優先的に消防署登別温泉支署及び消防署登別支署を統合

した消防署東支署を整備し、令和 2 年（2020 年）10 月に供用開始しました。 

また、消防本部・消防署及び消防署鷲別支署を統合した消防本部新庁舎については、令和

6 年度（2024 年度）の事業完了、令和 7 年度（2025 年度）の供用開始を目指します。 

消防分団施設については、消防団の機能や地域性などを踏まえ、効率的な施設運用の検討

を進めます。 

このうち、令和 2 年度（2020 年度）に消防署東支署を供用開始したことに伴い、登別温

泉分団車庫については、令和 3 年度（2021 年度）に消防署東支署の隣接地に整備したほか、

現在は登別分団詰所として供用している旧消防署登別支署については、令和 7 年度（2025

年度）の除却を計画しており、令和 8 年度（2026 年度）には登別地区に新しい消防分団施

設の整備を計画しています。 

また、旧富浦分団詰所は除却を検討します。 

 

（17）公営住宅 

市営住宅については、「登別市営住宅等長寿命化計画」に基づき、全市的な人口や世帯数の

動向、住宅需要を見極め必要な市営住宅戸数を確保することとし、計画的な建替や用途廃止

を実施するとともに、予防保全的な長寿命化型改善や維持管理の推進を図ります。 

市営住宅のうち、現在建設中の千代の台団地については、令和 5 年度（2023 年度）に全

ての建替が終了する予定です。 

幌別西団地については、令和 3 年度（2021 年度）をもって用途廃止し、令和 7 年度（2025

年度）から令和 9 年度（2027 年度）にかけて、市が直接除却を行うことを想定しています

が、用途廃止後に、隣接する旧幌別西小学校プール及び片倉町教職員住宅の敷地と併せて公

共用地としての利活用を検討したうえで、建物付きで土地を売却することも想定します。 

また、見晴団地については令和 10 年度（2028 年度）、紅葉谷団地については令和 10 年度

（2028 年度）及び 11 年度（2029 年度）、柏葉団地の一部の棟については令和 12 年度（2030

年度）、美浜団地については令和 9 年度（2027 年度）、幌別東団地については、1 棟を除き令

和 18 年度（2036 年度）以降順次、登別旭団地については令和 26 年度（2044 年度）、登別

温泉団地 1 号棟については令和 29 年度（2047 年度）に用途廃止し、その後、除却を計画し

ています。 

柏木団地については、令和 10 年度（2028 年度）までに建物調査などの準備作業を経て、

令和 11 年度（2029 年度）以降に順次用途を廃止し、その後、除却を計画しています。 

 

（18）公園 

公園は、市民の憩いの場やレクリエーションの場として利用されているだけでなく、環境

保全や防災の面からも重要な都市施設の一つです。 

本市では、公園を安全、安心、快適に利用できるよう、遊具などの公園施設については、

「登別市公園施設長寿命化計画」に基づき、遊戯施設については、計画的に消耗部品の交換

や塗装等の修繕を行い、劣化・損傷による事故を未然に防止しながら、施設の延命化を図る
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とともに、噴水等の動力を使用している施設については、定期的にメンテナンスを行い、施

設の延命化を図ります。 

その他の施設については、定期的な安全点検等により異常を確認した場合は、迅速に必要

な安全対策を講じるとともに、損傷の拡大を防ぐ措置をとることにより、施設の延命化を図

ります。 

また、人口減少や少子高齢化の進展により、利用形態が変化している公園につきましては、

利用が減少している施設の廃止も視野に入れながら、地域のニーズに応じた公園の配置や公

園施設の整備について検討を進めます。 

 

（19）供給処理施設 

クリンクルセンターについては、令和 12 年度（2030 年度）以降の施設のあり方について

検討を進めており、令和 3 年度（2021 年度）から業務委託し、令和 12 年度（2030 年度）

以降の施設改修費、運営管理費の算出など様々な条件を整理したうえで、更なる延命化と新

施設の比較検討を行い、本市と広域処理を行っている白老町とも連携を図りながら、総合的

に判断していくこととしています。 

本施設は、市民生活に直結する重要な施設であることから、適宜、市民等への情報提供を

行うとともに、議論を深める中で、様々な意見をいただきながら、令和 4 年（2022 年）11

月に予定している市の方針決定に向けた取組を進めます。 

 

（20）その他 

その他の施設のうち、職員住宅（中央町、片倉町、桜木町）については、令和 5 年度（2023

年度）中に廃止するとともに、公共用地としての利活用を検討したうえで、除却を計画する

ことや場合によっては、建物付きで土地を売却することも想定します。 

また、新生町教職員住宅（K55）については、耐震性は確保されているほか、屋根及び外

壁の改修を行っています。建物の内部や設備等の更新は行われていない状態でありますが、

入居者がいる中での大規模な内部等の改修は難しいことから、「登別市教育施設等個別施設

計画」に基づき、個々の状況に応じた維持補修により対応します。 

 

（21）道路 

道路には、道路本体の他に擁壁や法面、大型標識、街路灯、トンネルなど多くの付属施設

が存在します。 

これらの施設についても、今後老朽化が進行していくことから、「登別市舗装個別施設計

画」等に基づき、道路の舗装面及び付属施設全体の点検や診断、修繕を行うとともに、既存

施設の延命化を図りながら、安全で安心な道路の通行確保を目指します。 

 

（22）橋梁 

橋梁については、「登別市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、今後老朽化する橋梁数の増大

に対応するため、従来の事後的な修繕及び架け替えから予防的な修繕及び計画的な架け替え

への転換を図るとともに、橋梁の長寿命化ならびに修繕・架け替えに係る費用の縮減を図る

こととしています。 
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また、構造物の供用期間中は、点検や調査、評価、対策等の維持管理を継続して行い、構

造物の保有すべき性能を適正な水準に維持することとしています。 

 

（23）上水道  

本市の水道事業については、「登別市水道事業ビジョン」に掲げる基本理念である「暮らし

を守り、信頼される水道供給を目指して（登別の未来へつなぐ安全な水道）」の実現に向け、

中長期的な経営の基本計画として「登別市水道事業経営戦略」を策定し、計画的な取組を進

めています。 

また、施設の整備においては、アセットマネジメント手法を導入し、計画的かつ効率的な

水道施設の改築・更新や維持管理・運営等を検討するとともに、将来の水需要や施設の課題、

経営面の課題等を反映した「登別市水道施設整備計画」に基づき、計画的に具体的な整備を

進めていくこととしています。 

今後、水道事業を取り巻く情勢は、常に変化していく要素がありますが、これらを的確に

捉え、適切に事業計画を見直し、水道事業の健全化と安全で安心な水道水を安定的に供給す

ることに努めます。 

 

（24）下水道 

本市の下水道事業については、公共下水道事業及び個別排水処理施設事業を行っており、

公共下水道事業は、汚水処理事業及び雨水排水事業に分かれます。 

本市の公共下水道事業では、汚水処理事業を優先的に進め、汚水処理事業の施設整備が一

段落したことなどから、平成 22 年度（2010 年度）より雨水排水事業に着手するとともに、

「登別市雨水管渠整備計画」を策定し、計画的に雨水管渠の整備を進めています。 

このため、本市においては、汚水管渠の面的整備は概ね終了しており、近年の下水道事業

は、汚水管渠の改築更新及び雨水管渠の新設が中心となっています。 

今後については、長期的な視点で下水道施設全体における今後の老朽化の進展状況を考慮

し、リスク評価等による優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査・修繕・改築を実

施し、施設全体を対象とした管理の最適化を目的として策定した「登別市下水道事業ストッ

クマネジメント計画」や将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営

の基本計画として策定した「登別市下水道事業経営戦略」等に基づき、急激な人口減少や施

設の老朽化等を見据え、将来にわたって生活に必要不可欠なライフラインを維持するため、

下水道事業の経営や市全体の財政運営の安定性に配慮しながら、計画的に整備を進めていく

こととします。 

 

（25）その他（簡易水道） 

簡易水道については、「登別市簡易水道事業施設整備計画」等に基づき、アセットマネジ

メント手法を導入し、計画的かつ効率的に水道施設の改築更新を行うこととしています。 

また、令和 4 年度（2022 年度）から、各計画に基づき老朽化した管路等の整備を進める

こととし、整備については、農林水産省所管の補助金を活用し、道営水利施設等保全高度化

事業（単独営農用水）として、北海道が事業主体となり約 9 年間の実施を計画しています。 

今後、簡易水道事業を取り巻く情勢は、常に変化していく要素がありますが、これらを的
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確に捉え適切に事業を進めるため、簡易水道事業の健全化及び安全で安心な水道水を安定的

に供給することに努めます。 

 

 

６－２ 将来を見据えたサスティナブルな公共サービスを目指した公共施設の適正配置         

本市の公共建築物の総延床面積は、計画策定時の平成 27 年度（2015 年度）には 278,658.94

㎡となっており、本計画では、平成 28 年度（2016 年度）から令和 37 年度（2055 年度）まで

の 40 年間で 40％削減することを目標としています。 

本計画に掲げる基本方針及び施設類型ごとの管理に関する基本的な方針等を踏まえ、計画策

定時から 40 年間の公共建築物の総延床面積を試算した結果、総延床面積の割合を大きく占め

る公営住宅や学校をはじめとする公共建築物の計画的な更新や統廃合、長寿命化を行うととも

に、最適な配置の実現を見据え、令和 37 年度（2055 年度）までに 40％の削減を見込んでい

ます。 

なお、今回の試算では用途廃止した公共施設等を除却や民間への売却譲渡などの所有権移転

と想定し、40％の削減を試算しています。 

本市では、用途廃止した公共施設については、財源の確保が前提となるものの、速やかに除

却することを原則としています。 

40％の削減を実現するためには、公共施設の適正配置を着実に進めることはもちろん、用途

廃止した公共施設は原則として除却する考え方が肝要です。 

今後においても、人口減少及び少子高齢化が進展することを想定し、公共施設等の適正管理

のさらなる推進に向けた取組を進めることにより、将来を見据えた持続可能な公共サービスの

提供を目指します。 

 

図 7-1  計画策定時から 40 年間における延床面積の推移及び削減目標 

 

 

 

 

 

（総延床面積：㎡） 
（延床面積削減率：％） 

令和 30 年度（2048 年度） 

40%削減達成を想定 

総延床 40％分（約 111,463㎡） 

マリンパーク売却（R2） 

札内高原館民間譲渡（R2） 

市営住宅の用途廃止、除却（R10～） 

学校の適正配置（R7～） 
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図 7-2 令和 2 年度（2020 年度）及び令和 37 年度（2055 年度）における総延床面積及び施設類型ごとの延床面積割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年度（2020 年度） 令和 37 年度（2055 年度） 
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【用語解説】 

・ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ） 

ＰＦＩ、指定管理者制度、市場化テスト、公設民営方式、包括的民間委託等を含む公民が

連携して公共サービスの提供を行う仕組みのこと。 

 

・ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ） 

ＰＰＰの代表的な手法の一つであり、公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民

間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効

果的な公共サービスの提供を図ること。 

 

・ライフサイクルコスト 

公共施設等の計画・設計・施工から維持管理・解体・廃棄までの費用の総額のこと。 

 

・アセットマネジメント 

中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に水

道施設を管理運営する体系化された実践活動のこと。 

 

・ダウンサイジング 

維持管理に係る費用の縮減や効率化を目的とした施設規模の縮小のこと。 
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資料１ 
施設別対策経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【資料1-1】施設別対策経費の推移_将来更新パターン（第5章 5-5「対策経費の状況」関連）
(単位：千円)

施設名
改修
区分

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年 2036年 2037年 2038年 2039年 20４0年 2041年 2042年 2043年 2044年 2045年 2046年 2047年 2048年 2049年 2050年 合　  計

建築 48,385 2,189 7,601 796 2,268 61,239

電気 21,779 7,066 1,825 建替え 196 30,866

機械 268 421 542 4,503 240 421 4,165 240 1,003 1,005 240 301 41 62 18 78 29 13 13 16 13,619
建替想定年度
:2045年度

合計 268 421 48,927 26,282 240 2,610 11,231 240 1,003 8,606 240 2,126 41 62 18 874 29 13 719,560 73,603 13 2,268 212 898,887

建築 18,259 8,207 25,219 51,685

電気 7,055 1,238 7,561 1,285 6,772 23,911

機械 48 19,532 230 288 108 154 116 7,234 48 154 1,123 48 288 2,735 48 1,118 154 230 68 288 108 48 34,168
建替想定年度
:2052年度

合計 48 26,587 230 288 19,605 154 116 14,795 48 154 10,615 48 288 2,735 48 7,890 154 230 68 288 25,327 48 109,764

建築 10,471 8,231 12,047 30,749

電気 6,852 7,851 1,378 8,417 1,430 7,539 33,467

機械 130 3,044 608 54 321 54 21,742 257 321 120 171 130 8,051 54 171 1,252 54 321 3,044 54 1,244 171 257 41,625
建替想定年度
:2058年度

合計 130 3,044 7,460 54 321 54 40,064 257 321 1,498 171 130 24,699 54 171 2,682 54 321 3,044 54 20,830 171 257 105,841

建築 39,176 3,000 4,896 47,072

電気 建替え

機械 4,132 73 4,205
建替想定年度
:2033年度

合計 43,308 73 477,523 49,424 3,000 4,896 578,224

建築 6,090 6,090

電気 2,126 建替え 2,126

機械 79 256 1,858 79 476 4,525 79 7,352
建替想定年度
:2039年度

合計 79 256 10,074 79 476 4,525 79 327,298 33,875 376,741

建築 20,863 10,046 30,909

電気 2,871 6,174 9,938 24,426 1,999 13,910 59,318

機械 1,893 78 4,690 250 188 4,416 882 78 466 78 31,532 372 466 174 250 188 11,678 78 250 58,007
建替想定年度
:2065年度

合計 4,764 78 10,864 250 188 4,416 31,683 78 466 78 55,958 372 466 12,219 250 188 25,588 78 250 148,234

建築 9,098 9,098

電気 1,861 9,806 建替え 11,667

機械 70 224 1,627 70 418 3,961 70 1,617 8,057
建替想定年度
:2040年度

合計 70 224 3,488 70 418 3,961 70 20,521 429,771 49,424 508,017

建築 2,318 2,318

電気 3,665 643 建替え 4,308

機械 25 10,146 120 150 56 80 10,577
建替想定年度
:2041年度

合計 25 13,811 2,438 150 699 80 141,372 17,736 176,311

建築 2,440 5,395 7,835

電気 347 721 1,681 3,455 3,959 10,163

機械 28 34 28 249 38 28 354 130 249 658 28 1,629 88 66 1,535 307 28 162 28 10,962 130 16,759
建替想定年度
:2078年度

合計 28 34 28 249 38 28 701 130 249 3,819 28 3,310 88 66 1,535 9,157 28 162 28 14,921 130 34,757

建築 24,747 24,747

電気 14,076 4,912 建替え 18,988

機械 21,667 180 301 3,057 180 732 211 180 26,508
建替想定年度
:2041年度

合計 35,743 24,747 180 301 7,969 180 732 211 180 544,411 62,607 677,261

建築 40,169 18,438 58,607

電気 692 57,740 5,241 692 58,101 12,248 692 27,580 41 692 163,719

機械 1,331 106 106,593 712 439 1,070 1,331 1,262 993 68,853 106 1,262 29,552 204 439 1,949 106 5,015 1,262 712 789 536 1,070 1,331 227,023
建替想定年度
:2053年度

合計 2,023 106 164,333 712 439 6,311 2,023 1,262 993 40,169 126,954 106 1,262 41,800 204 439 2,641 18,544 32,595 1,262 712 789 536 1,111 2,023 449,349

建築 37,846 9,744 21,846 69,436

電気 8,986 13,062 44,157 2,309 25,077 9,790 103,381

機械 288 15,948 484 650 1,108 288 1,176 340 288 52,129 1,373 1,176 510 340 484 650 34,765 288 484 4,904 288 1,176 119,137
建替想定年度
:2063年度

合計 288 24,934 484 38,496 14,170 288 1,176 340 288 96,286 1,373 9,744 1,176 2,819 340 484 650 59,842 22,134 484 14,694 288 1,176 291,954

建築 278,200 278,200 556,400

電気

機械

建替想定年度
:2044年度

合計 278,200 278,200 556,400

86,600 55,082 259,825 11,352 33,870 58,201 25,649 66,957 5,544 39,369 33,256 56,903 715,152 49,664 3,796 66,161 13,115 73,066 329,092 467,799 753,885 108,483 109,589 1,762 720,823 125,446 26,429 51,569 4,828 2,073 4,355,340

※長寿命化対策を講じない場合は、築年数や老朽化度などから標準的な建替時期（建築後概ね60年後）を想定し、建替に係る事業費（試算）を該当する年度に計上しています。

86,600 55,082 259,825 11,352 33,870 58,201 25,649 66,957 5,544 39,369 33,256 56,903 715,152 49,664 3,796 66,161 13,115 73,066 329,092 467,799 753,885 108,483 109,589 279,962 999,023 125,446 26,429 51,569 4,828 2,073 4,911,740

※参考：鷲別コミュニティセンター含む

登別保育所

鉄南ふれあいセ
ンター/児童デイ
サービスセン
ターのぞみ園

若草つどいセン
ター

市民活動セン
ター

労働福祉セン
ター

職業訓練セン
ター

総合計

鷲別コミュニ
ティセンター

総合計（※）

幌別東保育所

美園児童セン
ター

鷲別児童館

老人福祉セン
ター

総合福祉セン
ター

葬斎場
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【資料1-2】施設別対策経費の推移_長寿命化対策パターン（第5章 5-5「対策経費の状況」関連）
(単位：千円)

施設名
改修
区分

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年 2036年 2037年 2038年 2039年 20４0年 2041年 2042年 2043年 2044年 2045年 2046年 2047年 2048年 2049年 2050年 合　  計

建築 55,505 3,340 47,939 1,678 16,473 2,881 127,816

電気 21,779 7,066 6,261 43,393 2,040 80,539

機械 268 421 542 4,503 240 421 4,165 240 1,003 1,005 240 2,501 421 1,143 302 1,003 431 268 240 57,967 240 191 77,755

合計 268 421 56,047 26,282 240 3,761 11,231 240 1,003 48,944 240 8,762 421 1,143 302 2,681 431 268 16,713 101,360 240 2,881 2,231 286,110

建築 27,769 12,713 29,725 70,207

電気 7,055 1,238 7,561 1,285 6,772 23,911

機械 48 19,532 230 288 108 154 116 7,234 48 154 1,123 48 288 2,735 48 1,118 154 230 68 288 108 48 34,168

合計 48 26,587 230 288 29,115 154 116 14,795 48 154 15,121 48 288 2,735 48 7,890 154 230 68 288 29,833 48 128,286

建築 10,471 8,231 12,047 30,749

電気 6,852 7,851 1,378 8,417 1,430 7,539 33,467

機械 130 3,044 608 54 321 54 21,742 257 321 120 171 130 8,051 54 171 1,252 54 321 3,044 54 1,244 171 257 41,625

合計 130 3,044 7,460 54 321 54 40,064 257 321 1,498 171 130 24,699 54 171 2,682 54 321 3,044 54 20,830 171 257 105,841

建築 69,142 4,952 15,441 89,535

電気 14,248 10,229 1,099 2,802 11,236 39,614

機械 32,935 73 1,687 234 348 103 436 163 73 73 90 73 670 103 73 952 4,480 670 2,506 45,742

合計 116,325 73 11,916 234 348 103 436 163 5,025 73 1,189 73 670 15,544 73 3,754 4,480 670 13,742 174,891

建築 38,125 10,866 13,326 62,317

電気 2,126 11,203 15,606 1,205 3,069 33,209

機械 79 256 1,858 79 476 4,525 79 1,850 256 382 113 476 177 79 36,076 79 98 79 732 113 79 1,043 48,984

合計 79 256 42,109 79 476 4,525 79 13,053 256 382 113 476 11,043 79 51,682 79 14,629 79 732 113 79 4,112 144,510

建築 20,863 10,046 30,909

電気 2,871 6,174 9,938 24,426 1,999 13,910 59,318

機械 1,893 78 4,690 250 188 4,416 882 78 466 78 31,532 372 466 174 250 188 11,678 78 250 58,007

合計 4,764 78 10,864 250 188 4,416 31,683 78 466 78 55,958 372 466 12,219 250 188 25,588 78 250 148,234

建築 24,121 7,537 9,098 40,756

電気 1,861 9,806 13,661 1,053 2,687 29,068

機械 70 224 1,627 70 418 3,961 70 1,617 224 334 98 418 156 70 31,578 70 86 70 642 98 70 913 42,884

合計 70 224 3,488 70 418 3,961 70 35,544 224 334 98 418 156 70 52,776 70 1,139 70 642 98 70 12,698 112,708

建築 5,744 6,247 11,214 23,205

電気 3,665 643 3,927 667 3,517 12,419

機械 25 10,146 120 150 56 80 60 3,757 25 80 585 25 150 1,421 25 580 80 120 35 150 56 17,726

合計 25 13,811 5,864 150 699 80 60 7,684 6,247 25 80 1,252 25 150 1,421 25 4,097 80 11,334 35 150 56 53,350

建築 7,048 7,792 14,840

電気 347 721 1,681 3,455 3,959 10,163

機械 28 34 28 249 38 28 354 130 249 658 28 1,629 88 66 1,535 307 28 162 28 10,962 130 16,759

合計 28 34 28 249 38 28 701 130 249 8,427 28 3,310 88 66 1,535 11,554 28 162 28 14,921 130 41,762

建築 38,942 13,921 16,421 69,284

電気 14,076 4,912 3,512 24,565 1,459 48,524

機械 21,667 180 301 3,057 180 732 211 180 1,742 301 856 226 732 319 211 180 41,241 180 139 180 1,033 437 180 74,465

合計 35,743 38,942 180 301 7,969 180 732 211 180 5,254 14,222 856 226 732 319 211 180 65,806 16,421 180 1,598 180 1,033 437 180 192,273

建築 45,019 18,438 63,457

電気 692 57,740 5,241 692 58,101 12,248 692 27,580 41 692 163,719

機械 1,331 106 106,593 712 439 1,070 1,331 1,262 993 68,853 106 1,262 29,552 204 439 1,949 106 5,015 1,262 712 789 536 1,070 1,331 227,023

合計 2,023 106 164,333 712 439 6,311 2,023 1,262 993 45,019 126,954 106 1,262 41,800 204 439 2,641 18,544 32,595 1,262 712 789 536 1,111 2,023 454,199

建築 41,115 12,684 23,909 77,708

電気 8,986 13,062 44,157 2,309 25,077 9,790 103,381

機械 288 15,948 484 650 1,108 288 1,176 340 288 52,129 1,373 1,176 510 340 484 650 34,765 288 484 4,904 288 1,176 119,137

合計 288 24,934 484 41,765 14,170 288 1,176 340 288 96,286 1,373 12,684 1,176 2,819 340 484 650 59,842 24,197 484 14,694 288 1,176 300,226

建築 166,920 166,920 139,100 472,940

電気

機械

合計 166,920 166,920 139,100 472,940

159,617 69,277 278,861 43,621 37,644 61,573 35,595 67,120 19,748 54,648 44,201 76,422 291,689 11,927 17,567 69,898 19,072 75,861 55,561 58,151 98,717 44,738 131,711 16,651 119,655 56,341 32,690 66,804 10,060 16,970 2,142,390

159,617 69,277 278,861 210,541 204,564 61,573 35,595 67,120 19,748 54,648 44,201 76,422 291,689 11,927 17,567 69,898 19,072 75,861 55,561 58,151 98,717 44,738 131,711 155,751 119,655 56,341 32,690 66,804 10,060 16,970 2,615,330

※参考：鷲別コミュニティセンター含む

登別保育所

鉄南ふれあいセ
ンター/児童デイ
サービスセン
ターのぞみ園

若草つどいセン
ター

市民活動セン
ター

労働福祉セン
ター

職業訓練セン
ター

総合計

鷲別コミュニ
ティセンター

総合計（※）

幌別東保育所

美園児童セン
ター

鷲別児童館

老人福祉セン
ター

総合福祉セン
ター

葬斎場
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資料２ 
コンクリートコア等試験の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 70 - 
 

【資料 2】コンクリートコア等試験の実施状況 

 

鉄南ふれあいセンター/児童デイサービスセンターのぞみ園 

 
コンクリートコア採取の状況 

 
中性化試験の状況 

労働福祉センター 

 
コンクリートコア採取の状況 

 
中性化試験の状況 

老人福祉センター 

 
コンクリートコア採取の状況 

 
中性化試験の状況 



- 71 - 
 

総合福祉センター 

 
コンクリートコア採取の状況 

 
中性化試験の状況 

葬斎場 

 
コンクリートコア採取の状況 

 
中性化試験の状況 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
まちづくり意識調査（2019 年度）結果報告書（抜粋） 
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【資料 3】まちづくり意識調査（2019 年度調査）結果報告書（抜粋） 
 
 
 
 
 

（テーマ 17） 

公共施設の利用状況について、施設ごとにお聞きします 
 

 
 
 
 
   

○設問項目 
 あなたは、過去１年間に市内の公共施設を利用しましたか 
 公共施設をどのような目的で利用しましたか 
 公共施設を利用しなかった理由はありますか 
 
 

○調査の目的 
 市民の公共施設の利用実態を把握し、今後の公共施設のあり方を検討する際の参考とする 
 
 

○将来、市が目指そうとする姿 
 社会情勢や協働によるまちづくりの状況を踏まえた効果的・効率的な公共施設を整備し、協働のま

ちづくりがより一層推進する。 
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問 111【公共施設の利用状況について】 
あなたは、過去１年間に市内の公共施設を利用しましたか 

 
【利用頻度別】 

問 111 週１回以上 月数回程度 年数回程度 ほとんど利用していない 

市民会館（富士町） 1.2% 2.3% 18.8% 58.4% 

鷲別公民館（鷲別町） 0.6% 1.6% 12.9% 63.2% 

登別公民館（登別東町） 0.2% 0.1% 2.3% 71.9% 

登別温泉公民館（登別温泉町） 0.0% 0.1% 0.8% 72.8% 

鉄南ふれあいセンター（幌別町） 0.2% 0.5% 4.4% 68.9% 

労働福祉センター（千歳町） 0.1% 0.7% 4.3% 68.9% 

婦人センター（登別東町） 0.4% 0.6% 4.4% 68.1% 

若草つどいセンター（若草町） 0.8% 0.7% 4.4% 67.6% 

市民活動センター（のぼりん）（緑町） 0.3% 1.5% 5.5% 65.4% 

市営陸上競技場（千歳町） 0.2% 0.2% 2.8% 69.1% 

市民プール（らくあ）（幸町） 2.7% 2.3% 10.4% 57.9% 

総合体育館（若山町） 1.0% 1.0% 5.3% 65.5% 

岡志別の森運動公園（千歳町） 1.3% 2.6% 7.6% 62.2% 

川上公園（桜木町） 0.4% 1.5% 15.8% 55.5% 

児童館・児童室（市内一円） 1.1% 0.4% 1.7% 69.2% 

子育て支援拠点（子育て支援センターなど） 0.2% 0.3% 1.4% 69.9% 

老人福祉センター（富士町） 0.2% 0.5% 1.5% 70.6% 

総合福祉センター（しんた２１）（片倉町） 0.5% 1.1% 8.5% 63.4% 

ネイチャーセンター（ふぉれすと鉱山）（鉱山町） 0.1% 0.3% 7.0% 65.6% 

のぼりべつ文化交流館カント・レラ 0.0% 0.1% 3.0% 69.6% 

老人憩の家（○○園・○○の家） 1.1% 2.5% 6.9% 63.7% 

婦人研修の家（市内一円） 0.2% 0.6% 4.0% 68.2% 

富浦会館（富浦町） 0.2% 0.0% 0.3% 71.6% 

富士会館（富士町） 0.2% 0.5% 2.0% 26.7% 

市営住宅集会所（市内一円） 0.1% 0.3% 2.4% 69.9% 

 
○集計結果の概要（利用頻度別） 
 週１回以上利用している方が多い施設は、市民プール（2.7％）、次いで「岡志別の森運動公園」（1.3％）、

市民会館（1.2％）だった。 
 年数回以上している方が多い施設は、市民会館（22.3％）、次いで川上公園（17.7％）、市民プール

（15.4％）、鷲別公民館（15.1％）だった。 
 多くの施設が、週１回以上よりも月数回程度の回答率が高い傾向があるが、市民プールや児童館・

児童室などについては、月数回程度よりも週１回以上利用していると回答している方のほうが多い。  
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問 112【公共施設の利用目的について】 
公共施設をどのような目的で利用しましたか 

 
【利用目的別】 

問 112（複数回答） 町内会活動 
企業・団体

の活動 
学校の活動 

文化やスポ

ーツ活動 

老人会・老人 

クラブの活動 
その他 

市民会館（富士町） 3.7% 5.2% 2.8% 10.6% 1.0% 3.2% 

鷲別公民館（鷲別町） 2.4% 2.6% 0.6% 5.2% 0.5% 5.5% 

登別公民館（登別東町） 0.8% 0.4% 0.1% 0.5% 0.0% 1.0% 

登別温泉公民館（登別温泉町） 0.2% 0.2% 0.1% 0.0% 0.1% 0.5% 

鉄南ふれあいセンター（幌別町） 2.0% 1.6% 0.2% 1.2% 0.2% 0.9% 

労働福祉センター（千歳町） 0.8% 2.7% 0.2% 1.5% 0.1% 0.6% 

婦人センター（登別東町） 0.6% 2.1% 0.2% 1.5% 0.1% 1.5% 

若草つどいセンター（若草町） 1.7% 0.7% 0.0% 2.1% 0.2% 1.7% 

市民活動センター（のぼりん）（緑町） 0.8% 1.7% 0.2% 4.1% 0.1% 1.5% 

市営陸上競技場（千歳町） 0.1% 0.4% 0.2% 2.1% 0.1% 0.5% 

市民プール（らくあ）（幸町） 0.1% 0.2% 0.9% 10.3% 0.1% 3.9% 

総合体育館（若山町） 0.2% 0.4% 1.3% 5.1% 0.2% 0.5% 

岡志別の森運動公園（千歳町） 1.5% 0.5% 0.2% 7.8% 0.3% 1.6% 

川上公園（桜木町） 0.6% 0.7% 0.9% 6.4% 0.2% 9.1% 

児童館・児童室（市内一円） 0.2% 0.3% 1.0% 0.5% 0.1% 1.1% 

子育て支援拠点（子育て支援センターなど） 0.1% 0.4% 0.2% 0.4% 0.0% 1.1% 

老人福祉センター（富士町） 0.2% 0.6% 0.0% 0.4% 0.4% 1.0% 

総合福祉センター（しんた２１）（片倉町） 0.9% 3.4% 0.3% 1.1% 0.2% 4.5% 

ネイチャーセンター（ふぉれすと鉱山）（鉱山町）  0.2% 1.9% 1.5% 2.1% 0.0% 1.9% 

のぼりべつ文化交流館カント・レラ 0.2% 0.6% 0.2% 1.4% 0.0% 0.7% 

老人憩の家（○○園・○○の家） 8.7% 0.3% 0.2% 0.7% 1.8% 0.6% 

婦人研修の家（市内一円） 3.6% 0.3% 0.0% 0.4% 0.4% 0.5% 

富浦会館（富浦町） 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.3% 

富士会館（富士町） 1.2% 0.5% 0.0% 0.6% 0.3% 0.6% 

市営住宅集会所（市内一円） 1.9% 0.2% 0.1% 0.2% 0.3% 0.6% 

○集計結果の概要（利用目的別） 
 「市民会館」は、「文化やスポーツ活動」（10.6％）のほか、「企業・団体の活動」（5.2％）、「町内会

活動」（3.7％）、「学校の活動」（2.8％）など、幅広く利用されている。 
 「老人憩の家」は「町内会活動」（8.7％）で多く利用されているほか、「老人会・老人クラブの活動」

（1.8％）に利用されている。 
 施設利用者の居住地域は、市民会館や市民プール、川上公園を除き、施設近辺の市民が利用してい

る。  
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問 113【公共施設を利用しない理由について】 
公共施設を利用しなかった理由はありますか 

 

【理由別】 

問 113（複数回答） 
必要性が

ない 

遠くて利用

しにくい 

予約を取り

づらい 

施設が使

いにくい 

施設の存在やサービ

ス内容が分からない 

使いにくさ

は感じない 
その他 

市民会館（富士町） 46.4% 7.8% 0.6% 0.6% 4.4% 2.3% 1.9% 

鷲別公民館（鷲別町） 50.4% 7.4% 0.2% 0.4% 4.4% 1.9% 1.8% 

登別公民館（登別東町） 57.4% 11.8% 0.1% 0.3% 5.3% 1.1% 1.3% 

登別温泉公民館（登別温泉町） 58.3% 12.0% 0.1% 0.2% 5.3% 1.0% 1.1% 

鉄南ふれあいセンター（幌別町） 55.9% 7.9% 0.1% 0.2% 5.7% 1.5% 1.1% 

労働福祉センター（千歳町） 56.3% 7.2% 0.3% 0.4% 6.1% 1.2% 1.1% 

婦人センター（登別東町） 55.1% 8.0% 0.2% 0.4% 5.2% 1.0% 1.2% 

若草つどいセンター（若草町） 54.2% 5.8% 0.2% 0.4% 5.4% 1.1% 1.1% 

市民活動センター（のぼりん）（緑町）  53.0% 5.2% 0.2% 0.4% 5.4% 1.0% 1.3% 

市営陸上競技場（千歳町） 57.9% 4.6% 0.2% 0.5% 3.7% 1.1% 1.8% 

市民プール（らくあ）（幸町） 43.5% 6.7% 0.2% 0.3% 3.2% 2.5% 1.9% 

総合体育館（若山町） 52.7% 4.7% 0.5% 0.9% 3.0% 1.9% 1.6% 

岡志別の森運動公園（千歳町） 48.8% 6.9% 0.4% 0.5% 3.5% 1.5% 1.1% 

川上公園（桜木町） 43.3% 5.7% 0.2% 0.2% 2.4% 2.1% 1.2% 

児童館・児童室（市内一円） 58.9% 1.7% 0.1% 0.5% 3.2% 1.4% 1.5% 

子育て支援拠点（子育て支援センターなど）  58.9% 1.9% 0.1% 0.2% 3.6% 1.2% 1.4% 

老人福祉センター（富士町） 58.6% 3.0% 0.1% 0.3% 5.6% 0.8% 1.1% 

総合福祉センター（しんた２１）（片倉町）  51.5% 4.4% 0.2% 0.2% 3.6% 1.3% 1.5% 

ネイチャーセンターふぉれすと鉱山（鉱山町）  51.7% 7.5% 0.2% 0.5% 3.8% 1.3% 1.2% 

のぼりべつ文化交流館カント・レラ 54.8% 7.8% 0.2% 0.2% 5.8% 1.2% 1.1% 

老人憩の家（○○園・○○の家） 52.9% 1.9% 0.1% 0.3% 5.1% 1.5% 1.1% 

婦人研修の家（市内一円） 57.2% 2.2% 0.1% 0.3% 4.9% 1.1% 1.1% 

富浦会館（富浦町） 59.5% 5.2% 0.1% 0.3% 4.9% 0.8% 1.1% 

富士会館（富士町） 59.0% 3.6% 0.1% 0.2% 5.3% 0.9% 2.3% 

市営住宅集会所（市内一円） 59.5% 1.6% 0.2% 0.2% 4.7% 1.1% 1.2% 

 
○集計結果の概要（理由別） 
 公共施設を利用しない目的として、「必要性がない」と回答した人が多くの施設で過半数を超えて

いる。 
 そのほかの理由としては、「遠くて利用しにくい」、「施設の存在やサービス内容が分からない」と回

答した方が多い。 
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調査の結果を受けて（テーマ１７） 

 利用者の年代としては、60 歳代と 70 歳代が高い利用率となっているが、陸上競技場や市民プール、

総合体育館、川上公園などのスポーツ施設については、幅広い年代で利用されている。 

 自動車の普及が進んでいるものの、公共施設の利用については、居住地に近い施設を利用する傾向

がみられる。 

 施設を利用していない理由としては、「必要性がない」や「施設の存在やサービス内容が分からない」

といったものが多かったことから、施設の存在や利用方法などの周知を図るととともに、社会情勢や地

域特性などを加味しながら、公共施設の整備や統廃合を検討し、住みやすいまちづくりのための基盤づ

くりを進める。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 
公共施設整備方針（地域別方針） 
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１．登別温泉地区 
・消防「登別温泉支署」は、老朽化が著しく土砂災害警戒区域に位置する施

設であることから、消防「登別支署」と統合し、中登別町に新支署を設置

します。 
・「登別温泉ふれあいセンター」は、歴史的価値・文化的価値・芸術的価値を

有していることから、所有者である道南バス株式会社と当該施設を残す方

向で協議を進めます。また、「登別温泉公民館」「登別温泉児童室」「泉和園」

の機能を当該施設に移転することを検討します。なお、この場合「登別温

泉支所」は利用実績等を踏まえ、分室化を進めます。 
・「カルルス婦人研修の家」は、随時修繕を行っており当分の間活用すること

ができますが、活用が困難になった時点では、利用実績が少ないことなど

から、建て替えは行わず現施設は廃止することとし、集会施設の機能は、

民間施設を借用し対応します。 
 

■人口推計（登別温泉町・カルルス町・上登別町） 

 
 
 

Ⅳ 地域別方針 
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 ２．登別地区 
・消防「登別支署」は、老朽化が著しいことから、消防「登別温泉支署」と

統合し、中登別町に新支署を設置します。 
・「富浦児童館」は老朽化が著しく、利用者も非常に少ない状況であること

から、児童館機能を他の公共施設に移転し、現施設は廃止します。 
・「登別児童館」は、老朽化が著しいことから、活用が困難になった時点で、

登別小学校校内や敷地内又は近隣に設置します。 
・登別東町には、「明和園」「汐見の家」「翠の家」が設置されており、施設

が集中していることから、活用が困難になった時点で既存施設と統合す

ることとし、将来的には中心地点に建て替えを検討します。 
・「登別公民館」は、老朽化が著しいことから、その機能は他の公共施設に

移転し、施設は解体撤去します。 
・「芙蓉の家」は、当面修繕等を行いながら活用しますが、老朽化が進んで

いることから、近隣にある登別中学校の余裕教室を含め、他の公共施設に

機能を移転する方向で検討します。 
・「婦人センター」は、耐震構造となっておらず、エレベーター設置やトイ

レの設置場所の変更についての要望がありますが、全ての要件を改善す

るには多額の費用を要しますので、当面は安全確保の観点から耐震補強

や必要最低限の改修を行いながら、継続して活用します。 
 

■人口推計（登別本町・登別東町・中登別町・登別港町・富浦町） 
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３．幌別鉄南地区 
・「東寿園」は廃止し、その機能を「幌別東集会所」に移転します。 
・「老人趣味の作業所」は、原則、修繕等は行わず、利用が困難になった時

点で廃止します。 
・「幌別東保育所」の民営化が進み、民設民営の施設に移転した場合は、「児

童デイサービスセンターのぞみ園」の機能を現在の幌別東保育所施設に

移転し、児童デイサービスセンターのぞみ園が設置されている「鉄南ふれ

あいセンター」の一部には、「永和園」の機能を移転します。その場合、

永和園の施設は廃止します。 
・「幌別児童館」は、老朽化が著しいことから、活用が困難となった時点で、

「幌別東小学校」の余裕教室や他の公共施設等に機能を移転し、現在の施

設は廃止します。 
  
 ■人口推計（幌別町・幸町） 
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４．中央・札内・来馬地区 
・「学校給食センター」は、老朽化が著しく、耐震化もなされていないこと

から、建て替えを検討します。 
・「三寿園」と「静和園」については、活用が困難になった時点で、町内会

と協議した上で中間地点に新施設を設置し統合します。 
・「常盤児童館」は、児童館機能と児童クラブ機能を有する施設ですので、

将来的には幌別小学校敷地内や近隣に新設又は余裕教室等を活用するこ

とが望ましいことから、活用が困難になった時点で機能を他の公共施設

等に移転し、現施設は廃止します。 
・「百寿の家」と「常盤婦人研修の家」は併設されていることから将来的に

は統合し、規模を縮小します。 
 
 ■人口推計（中央町・常盤町・千歳町・新栄町・来馬町・札内町） 
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 ５．幌別西地区 
・「市民会館」は、コンサートなど大規模な事業を実施することのできる市

内唯一の施設でありますので、今後も維持補修を行いながら継続して活

用します。 
・「相生の家」は河川に近く、洪水浸水想定区域に位置することから、活用

が困難になった時点で廃止し、その機能は「富士会館」に移転します。 
・「梅の木の家」と「新川婦人研修の家」は活用が困難になった時点で統合

します。 
・「ねむの木の家」は、設置場所が河川に近く、洪水浸水想定区域に位置し

ますが、複数の町内会で活用しており、利用実績も多く、地域に代替え施

設もないことから、今後も継続して活用します。 
・「柏木の家」は、近隣に「柏木集会所」や「こぶしの家」など多くの公共

施設が設置されていることから、活用が困難になった時点で廃止します。 
・「富士児童館」は、河川に近く洪水浸水想定区域に位置しており、老朽化

が著しい施設となっています。また、学校区の境界線に位置しており、利

用する児童・生徒にとって適切ではないことから、将来的に幌別西小学校

校内や敷地内又は近隣に設置し、現在の施設は廃止します。 
・「総合福祉センター」は、各種検診の拠点となっていることから、今後も

継続して活用します。 
  
 ■人口推計（富士町・新川町・片倉町・柏木町・川上町・鉱山町） 
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６．青葉地区 
・「青葉児童クラブ」は、現在、老人憩の家「桜木の家」と共用しています

が、「青葉児童館」に移転することとし、隣接する「桜木婦人研修の家」

は老朽化が著しいことから、その機能を「桜木の家」に移転し、施設は廃

止します。 
・「あかしやの家」と「若山の家」は、非常に近い場所に設置されているこ

とから、老朽化が著しい「あかしやの家」が利用困難になった時点で、そ

の機能を「若山の家」に移転し、施設は廃止します。 
・「市民活動センター」は、市民活動の拠点として重要な施設であることか

ら、今後も継続して活用します。 
 
 ■人口推計（桜木町・青葉町・緑町） 
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 ７．富岸・新生地区 
・現在、イオン登別を賃借し設置している「新寿の家」を廃止し、新生町２

丁目町会と新生北町内会の中間付近に小規模施設を新設します。 
・「富浜児童館」は、主に鷲別小学校と富岸小学校の児童が利用しています

が、鷲別小学校の建て替え後、鷲別児童館が鷲別小学校敷地内に新設され

ることから、富岸小学校の児童が利用しやすいよう富岸小学校校内や敷

地内又は近隣に児童館を設置し、現在の施設は廃止します。 
・「千代の台集会所」は、千代の台団地の建て替えに合わせた移転は行わず、

現施設を有効活用します。 
 
 ■人口推計（若山町・富岸町・新生町・大和町） 

  
  



- 84 - 

 

 ８．美園・若草地区 
・「桜美園」は土砂災害危険箇所に「光和園」は洪水浸水想定区域に位置し

ていることから、将来的に「光和園」と「桜美園」を統合し、「美園児童

センター」付近に新たな小規模集会施設を新設します。 
・「美園婦人研修の家」と「旭ヶ丘三恵園」は併設されていることから将来

的には統合し、規模を縮小します。 
・「美園分遣所」は、利用実態がないことから廃止します。 

 
 ■人口推計（美園町・若草町） 
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 ９．鷲別地区 
・「鷲別児童館」は、鷲別小学校の改築後、鷲別中学校敷地内に新設する予

定でありますので、現施設の児童館機能は廃止します。なお、町内会等の

団体が現施設の譲渡を希望する場合は、一定の補修・修繕を行い、これを

譲渡します。 
・「栄婦人研修の家」は、利用が困難になった時点で、近隣にある「共和園」

にその機能を移転し、現施設は廃止します。 
・「栄町保育所」は、保育所民営化の方針に基づき、最初に民営化すること

が決定しています。民営化後も、当面は現施設を活用することとなります

が、将来的には民設・民営の認定こども園として施設が新設された時点で、

現施設は原則廃止します。ただし、各種団体等が現施設の譲渡を希望する

場合は、一定の補修・修繕を行い、これを譲渡します。 
 
 ■人口推計（鷲別町・栄町） 
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